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Ｂ区 

①委託先 

同行援護事業所、居宅介護事業所 

②実施内容 

支援者派遣 

③報酬 

１時間 ２,０００円 

④利用対象 

・区内に在住で視力による理由から、文字等の読み書きをすることが困難

である者（障害者手帳の取得の有無は問わない） 

⑤利用範囲 

・対象者が生活するにあたり必要となる申込書等の代筆 

・郵便物、新聞及び雑誌、取扱い説明書等の代読 等 

 

Ｃ市 

①委託先 

同行援護事業所、居宅介護事業所 

②実施内容 

支援者派遣 

③報酬 

１時間 ３,６００円（別途交通費として５００円支給） 

手話通訳士派遣と同額 

④利用対象 

・市内に居住する視覚障がいにより身体障害者手帳の交付を受けた字の読

み書きが困難な者 

※年齢・身体障害者手帳の等級による利用制限はない 

⑤利用範囲 

・公的機関またはそれに準ずる機関からの郵送物等、金融機関、医療、福

祉施設への申請等、公的行事や地域における各種行事への申込、社会の

出来事や生活情報を知るための新聞等、日常の買い物に関する折り込み

チラシ等、電化製品等の取扱説明書 等 

 

Ｄ市 

①委託先 

同行援護事業所 

②実施内容 

支援者派遣 

③報酬単価 
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０.５時間 １,０００円 

④利用対象 

市在住の視覚障害その他の障害のため文字の読み書きが著しく困難な方 

※現在：利用者の全員が同行援護事業所の利用者登録をしている 

⑤利用範囲 

・公的機関等からの郵便物や資料等の代読 

・生活上必要不可欠な説明書等の代読 

・公的機関又はそれに準ずる機関への申請等に対する代筆 等 

 

Ｅ市 

①委託先 

同行援護事業所、居宅介護事業所 

②実施内容 

支援者派遣 

③報酬単価 

０．５時間＝８１４円 

１時間＝１,５２７円 

※根拠 

所要時間３０分未満 ８０単位 

所要時間３０分以上１時間未満 １５０単位 

単位数に１０.１８円を乗じて得た額 

④利用対象 

視覚障害その他の障害のために字の読み書きが困難な者 

⑤利用範囲 

・公的機関又はそれに準ずる機関からの郵便物、資料等の代読 

・生活上必要不可欠な説明書等の代読 

・公的機関又はそれに準ずる機関への申請等に係る代筆 

・その他、対象者が情報を確保するために必要な資料の整理、確認 等 

※利用者（対象者）の居宅又は入院先の医療機関において行う 

 

Ｆ市 

①委託先 

同行援護事業所、居宅介護事業所 

②実施内容 

支援者派遣 

③報酬単価 

０．５時間＝１，０５０円 

１時間＝１，９６０円 

－ 64 －



67 

④利用対象 

単身またはこれに準ずる身体障害者手帳１級を所持する在宅の視覚障害 

者 

※他の制度で同様のサービスを受けることができるときには利用できな

い。 

⑤利用範囲 

特に制限していない 

 

Ｇ市 

①委託先 

社会福祉協議会 

②実施内容 

支援者派遣・養成研修（社協） 

※２年に１度の研修 

聴覚・視覚の研修を交互に開催 

③報酬単価 

１回 １,８００円 

※時間に関係なく、１回あたりの報酬 

④利用対象 

視覚障害者で身体障害者手帳の交付を受けた者、又は身体障害者手帳の

交付対象者に準ずる視覚障害を有する者 

⑤利用範囲 

郵便物、カタログ、パンフレット等の日常生活において必要とする情報

を得るための文章の読み書き 等 

 

Ｈ市 

①委託先 

指定障害福祉サービス事業者 

（居宅介護事業に係る指定を受けているものに限る） 

②実施内容 

支援者派遣 

③報酬単価 

○代筆・代読支援事業を単独 

０.５時間未満＝１,０５０円 

０.７５時間未満＝１,５２０円 

１.０時間未満＝１,９６０円 

○居宅介護等の前後で代筆・代読 

０.５時間未満＝５２５円 
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０.７５時間未満＝７６０円 

１.０時間未満＝９８０円 

④利用対象 

視覚障害者、知的障害者又はその他の障害のために字の読み書きをする

ことが困難な者 

⑤利用範囲 

郵便物、官公署・金融機関・病院・福祉施設への申請、公的行事や地域

における各種行事の申込、電化製品等の取扱説明書、日常の買い物に関す

る新聞広告 等 

 

Ｉ市  

①委託先 

市通訳者等登録台帳に登録するものとする。 

○県手話通訳・要約筆記認定者又は協力員登録者 

○視覚障がい者等関係団体の推薦を得た通訳者等 

○介護福祉士の資格を持つ者 

○介護職員基礎研修修了者 

○居宅介護従事者養成研修修了者 

○視覚障害者移動介護従事者養成研修修了者 

○市が実施する代読代筆養成研修修了者 

②実施内容 

支援者派遣・支援者養成研修 

③報酬 

１時間＝２,０００円 

３０分未満の端数を生じる場合 １,０００円 

○移動手当 １時間あたり １,０００円 

○交通費 

自ら運転する自動車を利用する場合、公共交通機関を利用する場合 ⇒ 

合理的に算出 

④利用対象 

視覚障害者、聴覚障害者等で社会生活を営む上で著しく支障があり、通

訳者の派遣が必要であると市長が認めた者 

⑤利用範囲 

健康管理、公的行事の申込、職業相談、学校教育・社会教育 等 
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代筆・代読支援従事者養成研修を実施している団体 

 

【対象】 

 代筆・代読支援従事者養成研修を行っている団体 

 

【実施方法】 

 対面及びオンライン 

 

【調査内容】 

〇研修を始めた経緯、実績、効果 

〇他の地域においても広げていくための方策 

〇視覚障害者へ代筆・代読支援が効果的に行われるための方策 

 実施日 

Ａ団体 １１月１７日 

Ｂ団体 １１月３０日 

Ｃ団体 １２月１日 
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１ Ａ団体 ヒアリング結果 

 

（１）代読・代筆支援者（従事者）養成研修を始めた経緯 

 目的、対象、カリキュラム内容（制定の留意点を含む） 等 

○ホームヘルパーからは、居宅で代筆・代読がうまくできないという声。 

 利用者からは、ホームヘルパーに代筆・代読を依頼しても、「個人情

報なのでできません」というように断られてしまうことがあるとの声

を聞いた。そのようなことを受け、代筆・代読支援の理解と支援者の

養成をした方がいいと思い、養成研修を始めた。 

○同行援護従業者養成研修で、代筆・代読に関する講座を行っている。

さらなる代筆・代読支援に関する知識やスキルを得るための研修が必

要だと思い実施した。 

○養成研修テキストは、「同行援護従業者養成研修テキスト」を参考に

作成した。 

○講師は２人、視覚障害者と晴眼者のペアになることが望ましい。なお、

座学を視覚障害者が担当し、演習（実技）を晴眼者が行うことが望ま

しい。どのようにして読むか、書くのかについては原本の墨字の書類

と代筆・代読の結果を比較して適切かどうか確認する必要がある。そ

のため、晴眼者にも講師として加わってもらうことが望ましい。 

○養成研修の受講生の募集については、点字図書館、県内の同行援護・

居宅介護の事業所にお知らせしている。また、社会福祉協議会や県内

の各市の広報に掲載してもらっている。 

○座学は主に下記の内容について研修している。 

・視覚障害者に対する福祉サービス 

・視覚障害の概念、定義、視機能 

・視覚障害者が居宅内でどのような生活を送っているか 

・視覚障害になる病気・疾患 

・弱視（ロービジョン）の特性  

・先天性・中途失明の心理 

・居宅内で行う業務、特に代筆・代読の制度とその利用 

・従事者の倫理（気をつけること）、個人情報の取り扱い等 

・パソコンの利用における支援 

・代筆・代読支援の従事者として知っておくべきこと 

・代筆・代読支援に従事する時に持参するもの（ボールペン・定規） 

なお、パソコンの利用における支援とは、視覚障害者がパソコンを操

作している様子を横で確認し、操作方法をアドバイスすることを中心

に講義している。 
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（２）代読・代筆支援者（従事者）養成研修の実績 

何人くらい受講、どういう人が受講されているのか 

○４年前から養成研修を開始している。年１回～２回開催し、現時点で 

６回の養成研修を行い、約８０人が修了している。なお、受講者が多

いと細かいところが確認できないため、各回の受講人数は１０人～１

６人までとしている。 

○受講者が少ない時は８人という時もあったが、応募がないということ

もなく、実施できている。また、依頼があれば講師として出向いて研

修を行うことがある。その際は依頼先の要望に応じて講義時間を決め

ている。市の音訳ボランティアの会や、自治体職員を対象に実施した。

自治体の窓口で視覚障害者が代筆・代読を依頼したとき、円滑に支援

できるようにするため自治体職員には是非研修を受けてもらいたい。 

○ホームヘルパー、ガイドヘルパー、同行援護事業所・居宅介護事業所

のサービス提供責任者、点訳・音訳のボランティアを主な受講対象と

している。研修を始めた当初は、ホームヘルパーやガイドヘルパーの

申込が多かったが、最近ではボランティアの申込も多い。また、点訳

や音訳に携わっていない社会福祉協議会のボランティアの申込も一定

数ある。晴眼者で見えていれば代読・代筆ができると思っていたよう

だが、実際は違うということに気がつき、文章の読み書きについて学

びたいと思って応募されてくる方が多い。 

 

（３）代読・代筆支援者（従事者）養成研修の効果 

 支援者の質の確保の観点で重視する事柄 

 受講生の反応、感想含む 

○ホームヘルパー等が代筆・代読支援をする際に、養成研修を受講した

ことを利用者に伝えると、利用者の安心につながり印象がいいと聞く。 

○ホームヘルパー等が養成研修を受けると代読のスキルが向上すると利

用者から聞くことがある。例えば、行政からの手紙を代読する際には、

養成研修を受ける前は、日付からすべて読み上げていたが、受講後は

必要と思われる要点を絞って読み上げてくれるようになった。また、

いきなり封書の中身を読むのではなく、どこから来たものかを最初に

読み上げるようにすることによって、限られた時間の中で読む必要の

あるものをより多く把握できるようになった。 

 

（４）他の地域においても養成研修を広げていくための方策 

○全国で養成研修を広げていくためには、講師として活動していく人の

養成研修（資質向上研修）を実施し、講師を増やすとともに、その質
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を担保しなくてはいけない。なお、講師は福祉制度に精通するととも

に、代筆・代読に関する事例を多く持っていることが求められる。 

○市区町村の地域生活支援事業において、「手話奉仕員養成研修」は必

須事業となっているものの、点訳と音訳、代筆・代読の「奉仕員養成

研修」は任意事業である。手話奉仕員と同じように必須事業にすれば

代筆・代読支援従事者の養成研修を実施する自治体も増えるのではな

いか。 

 

（５）視覚障害者への代筆・代読支援の課題 

 自治体、国に求めることを含む 

○代筆・代読支援に係る報酬単価を一定水準以上にして仕事としての収

入になるようにしないと、支援者が増えず、事業の広まり・継続につ

ながらないように思う。少なくとも、１時間あたり１,５００円～１,

７００円は必要だと思う。 

○代筆・代読支援の制度があることを自治体が利用者に伝えていないた

め、制度を知らない視覚障害者も多い。視覚障害者への情報提供の方

法を検討し、伝わるようにしていただきたい。 

○居宅介護の対象外になってしまい、代筆・代読支援を受けられない人

も多い。地域生活支援事業の意思疎通支援事業としての代筆・代読支

援を各地域で実施していく必要があると思う。 

○オンラインで代読支援をすることは、移動のコストを抑制できるなど

のメリットはあるが、書類が支援者の手元にない場合、視覚障害者が

読んでもらう必要のある箇所を探し当てるのが難しいなどスキルの面

でもハードルが高い。また、手続き面では、代読支援を実施した後に

サービス提供の実績記録票を記載する必要があるので難しいと思う。 

○代筆・代読をどのように頼んでいいのかを理解していない視覚障害者

も多いように思う。代筆・代読支援を効果的に受けるには、支援者へ

の依頼方法についても周知して行く必要がある。 

○弱視（ロービジョン）者は拡大読書器等を使用して読み書きしている。 

 しかし、拡大読書器を使用しても、読み書きが難しい弱視（ロービジ

ョン）者の代筆・代読支援を考えていく必要もある。 

 

（６）視覚障害者へ代筆・代読支援が効果的に行われるための方策 

○居宅介護（家事援助）では、掃除、洗濯、食事作り・後片づけを優先

せざるを得ないため、代筆・代読（郵便物等の確認）に時間を割くこ

とが難しいと利用者から聞く。家事援助とは別項目で代筆・代読支援

の支給を決定していただきたい。 
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○地域生活支援事業の意思疎通支援事業で代筆・代読支援を実施する自

治体が増えない要因として、居宅介護で代筆・代読支援を受けること

ができるので、改めて意思疎通支援での実施は必要ないと考えている

自治体が多いように思う。居宅介護の対象外となる人達も代筆・代読

支援を受けられるようにするため、また、必要としている時に必要と

する代筆・代読支援を受けられるようにするために、意思疎通支援事

業においても実施が求められていることを自治体に訴えていかなくて

はいけない。 

 

 

 

 

  

－ 71 －



74 

２ Ｂ団体 ヒアリング結果 

 

（１）代読・代筆支援者（従事者）養成研修を始めた経緯 

 目的、対象、カリキュラム内容（制定の留意点を含む） 等 

○地域生活支援事業の意思疎通支援事業として代筆・代読支援ができないも

のかということが全国的に話題となっており、実施したいと思ったのがき

っかけである。 

○代筆・代読の支援として、居宅介護、同行援護があるなかでその狭間を埋

めるものとして意思疎通支援事業の代筆・代読支援サービスを実施したい

と思っている。従事者養成と、派遣事業の開始をセットでできないだろう

かと自治体に働きかけた。その結果、養成研修は実施することができたが、

意思疎通支援事業の代筆・代読支援を始めるところまでは至っていない。

代筆・代読支援を実施するには、視覚障害者のニーズがどれだけあるかと

いう点と、従事者の確保はどうすればできるのだろうかという２つの課題

があるように思う。 

○代筆・代読の養成研修は、代筆・代読の支援者の確保という点だけでなく、

ホームヘルパー・ガイドヘルパーの代筆・代読に関する資質向上（スキル

アップ）研修を目的にすることで自治体の理解を得ることができた。 

○視覚障害者が「いつでも、どこでも、だれでも」代筆・代読支援が受けら

れる環境（体制）が大事だと思う。その意味でもホームヘルパー、ガイド

ヘルパー以外の方々にも範囲を広げている。 

○自治体の障害福祉課が積極的に代筆・代読従事者の養成研修のＰＲをして

くれている。例えば、広報紙への掲載、同行援護事業所、居宅介護事業所、

各市町村へメールで情報提供している。こちらも同行援護従業者養成研修

を修了された方々や高齢者施設（盲養護老人ホーム）等への案内を出して

いる。 

○県の事業として行う代筆・代読従事者の養成研修では補助金を受けて無料

で実施している。市の場合は、一定の補助をいただき残りは協会が負担し

ている。 

○代筆・代読支援者の養成研修については他県の視覚障害者福祉協会が実施

しているテキストを参考に行っている。演習については、職員２人が入る。

視覚障害のある講師の補佐役の職員も１人入り、４人で行っている。 

○代筆・代読の演習の部分は、職員が見本を示して、受講者２人１組で行い、

その後振り返る。演習に多くの時間をさきたいので、２日間での開催とし

た。 

○主な講座の内容 

・１日目 
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 「視覚障害の理解と情報コミュニケーションの配慮」 ２時間 

 「視覚障害児・者の心理と、障害福祉サービスについて」 ２時間 

 「代筆・代読従事者の業務」 ２時間 

 

・２日目 

 代筆の実際（演習） ３時間 

 代読の実際（演習） ３時間 

 なお、演習は回数を重ねて少しずつ変えている。 

視覚障害者へ適切な代筆・代読支援をすることの難しさを実際に体験し  

ていただくことを目的としている。 

 

（２）代読・代筆支援者（従事者）養成研修の実績 

 何人くらい受講、どういう人が受講されているのか 

○代筆・代読養成 

 市：平成３０年度～ ５回（のべ ６１人） 

 県：令和２年度～ ３回（のべ ３９人） 

 ８回講座を開催。あわせて１００人が修了。 

○１００人の内訳は下記 

 ホームヘルパー（３９人）、ガイドヘルパー（１９人）、団体・施設職員

（９人）、相談支援専門員（６人）、盲養護老人ホーム等の高齢者施設職員

（４人）、その他（２３人） 

＜その他の方々＞ 

主婦、ボランティア、看護師、会社員、自治体職員、民生員、教員、保育士、

社会福祉協議会の職員等 

・ホームヘルパーやガイドヘルパーが多いのは、スキルアップということも

関係しているように思う。 

・同行援護・居宅介護事業所に勤務していない人（その他）も多く受けてく

れていることは、今後意思疎通支援事業で代筆・代読支援が始まった時の担

い手になってくれるのではないかと期待している。 

 

（３）代読・代筆支援者（従事者）養成研修の効果 

 支援者の質の確保の観点で重視する事柄 

（受講生の反応、感想含む） 

○視覚障害者（利用者）から直接感想をいただいたことはない。この研修に

職員も受講させているが、受講した職員の代筆・代読のスキルは格段に上

がっている。研修を受ける前は、どのように代筆・代読していいのかがわ

からず、皆自己流で行っていたが、今は適切に代筆・代読をしてくれてい
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る。 

 （代読：要点を整理して読み上げ、代筆：書いたことの報告 等） 

○受講者からは、実際に代筆・代読の演習を体験するとその難しさがわかっ

たというような声がある。 

○２日間で研修を行うがそれだけでマスターするには難しいように思う。 

 研修が終わった後でも、テキストを読み返すようにお願いをしている。 

 

（４）他の地域においても養成研修を広げていくための方策 

○地域生活支援事業において代筆・代読支援者の養成が必須科目になること

も必要だとは思うが、必須、任意にかかわらず、自治体が必要性・重要性

を理解してくれれば、予算化してくれる。自治体への働きかけ、連携が重

要ではないだろうか。 

○代筆・代読支援者の養成研修を実施している団体等のネットワークがある

といいと思う。養成研修の内容や課題等を共有し、お互いの研修にブラッ

シュアップできるような体制があるといい。また、新たに研修を実施した

いという団体からのお問い合わせもこのネットワークで受けることができ

れば広がっていくのではないか。新たに実施したいというところがカリキ

ュラムのことを聞いてきたら情報提供したい。各地域がそれぞれテキスト

やカリキュラムを作成することは大変であるし、各地域でまったく違う内

容の研修が行われることは望ましくない。 

○代筆・代読支援者の養成研修は、その都度外部から講師を招くというより

も、地域で講師を担う方がよい。そのための講師の養成も必要だと思う。 

○県の共生社会づくり条例でも代筆・代読が明記されている。そのことを踏

まえ、今後、県内の各地域でも養成研修が実施されること。また、意思疎

通支援事業の代筆・代読支援が実施されることを期待している。 

 

（５）視覚障害者への代筆・代読支援の課題 

（自治体、国に求めることを含む） 

○「地域における読書バリアフリー体制強化事業」、「障害者ＩＣＴサポート

総合推進事業」等の事業のように一定の補助を国がしてほしい。そうすれ

ば代筆・代読支援を実施する自治体も増えるように思う。 

○同行援護事業所、居宅介護事業所等も代筆・代読養成研修を受講した従事

者を一定数配置している場合には加算をつける仕組みがあれば、代筆・代

読支援者養成研修が各地域で行われ、受講する人が増えるのではないか。 

○聴覚障害者協会が派遣センターを担い、手話通訳の派遣を行っている。代 

筆・代読の支援者の派遣については、そのような形ではなく、同行援護の

ように地域でより多くの事業所に実施してもらうことがいいのだと思う。
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そのための体制づくりも必要だと思う。 

○意思疎通支援事業で代筆・代読支援を実施しない自治体の多くは予算がな

いからではないか。国の方で、意思疎通支援で代筆・代読を始めれば、実

績に応じて補助するなど、予算措置を講じてほしい。 

○協会に来られた視覚障害者が代筆・代読を希望すれば、職員が無料で代

筆・代読をしている。現実はそういうことをしている当事者団体がいっぱ

いあると思う。希望される方々に実施するのであれば、協会として無報酬

では限界がある。 

○同行援護事業を利用している視覚障害者が多く、意思疎通支援事業の代

筆・代読との組み合わせがいいのではないか。外出時の代筆・代読につい

ては同行援護事業で行い、買い物で帰ってきた時などに意思疎通支援事業

の代筆・代読支援が利用できることが望ましい。 

 居宅介護でも代筆・代読は認められているが、代筆・代読支援に当てられ

る時間がない。 

○自治体が地域生活支援事業の意思疎通支援事業で代筆・代読支援を始めな

い理由として、国が求める代筆・代読支援と異なってしまうことを懸念し、

慎重になっているのではないか。代筆・代読支援はこういうことだという

見本（例）を示してほしい。 

 

（６）視覚障害者へ代筆・代読支援が効果的に行われるための方策 

○ＺｏｏｍとＳｋｙｐｅを使用してオンラインで代読することを試みた。今

後オンラインでの実施ということも必要だと思う。また、オンラインでの

活用の場合は、代筆については課題があるように思う。 

○地域生活支援事業の意思疎通支援で代筆・代読支援を実施することは柔軟

性があると思う。また、居宅介護と同行援護を組み合わせることも効果的

な方策だと思う。 
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３ Ｃ団体 ヒアリング結果 

 

（１）代読・代筆支援者（従事者）養成研修を始めた経緯 

 目的、対象、カリキュラム内容（制定の留意点を含む） 等 

○市で意思疎通支援事業の代筆・代読支援とその支援者の養成を始める予定

と聞いて、法人内で議論し、実施するに至った。 

○市が発行している広報紙で養成研修の募集をしている。その募集を見て応

募された方々が養成研修を受講している。１８歳以上であれば年齢制限は

設けていない。また、性別についても募集の段階では問わない。ただ、視

覚障害者のご自宅に伺って代筆・代読を行うので、移動に問題が無い方及

び読み書きに問題がないことは条件としている。 

○養成研修の応募は市の広報紙でしか行っていないが、それでも募集人数よ

り多く応募がある。ガイドヘルパー・ホームヘルパーの資格を有していて

も研修において免除科目はない。全員一緒のカリキュラムを受講している。 

○代筆・代読支援者の養成研修は２日間で行っている。１日目は主に座学

（演習も若干あり）、２日目は演習を行っている。演習においては、「封筒

の宛名書き」、「アンケート調査の代筆・代読」、「郵便物の仕分け」、「イベ

ント情報の代読」を２人１組になりロールプレイングで学んでいる。１日

５時間で２日間の合計１０時間の研修を行っている。 

○講師は、視覚障害当事者と歩行訓練士２人で行っている。 

 

（２）代読・代筆支援者（従事者）養成研修の実績 

 何人くらい受講、どういう人が受講されているのか 

○代筆・代読支援者の養成研修を実施した初年度（令和２）は２回、昨年度

（令和３）は１回行い、５４人が受講した。そのうち４７人が代筆・代読

支援者として登録されている。なお、今年度は来週行う予定だが、２０人

の定員のところ４１人の応募があった。 

○代筆・代読支援者の養成研修を受講される方の９割くらいは女性である。

年齢としては、６０代～７０代が中心となっている。３０代の若い方から

も応募はあるが、その数は少ない。ガイドヘルパーの資格を持っている人

が３分の１いるが、定年後の社会貢献がしたいとか、子育てが一段落した

というような方が多い。また家族・親戚に視覚障害者がいるためという方

もいる。 

○代筆・代読支援者の派遣の実績は初年度（令和２）、１０月～３月の間に

２７回の派遣。昨年度（令和３）は３２回、今年度は１１月の段階で６５

回派遣している。 
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 コロナの影響で利用することを控えている人やまだまだ代筆・代読支援の

制度を知らない人が多いのかも知れない。 

○利用者の登録数は、現在１４人。令和３年は１６人、令和２年は１４人。 

○利用者のうち、弱視（ロービジョン）は３分の１。なお、本年度利用登録

されている１４人中実際に利用しているのは、４～５人。 

○行政から依頼を受けて、出張して研修を行うこともある。その場合は、先

方の時間にあわせている。なお、ボランティア団体からの依頼は今のとこ

ろない。 

○福祉サービスを知らない人が代筆・代読支援の利用者登録をした背景には、

眼科のケースワーカーからの紹介、地域包括支援センターの職員からの紹

介があったようだ。 

○初回の研修を終えた方に対し、支援員登録説明会を開催し、実際の活動及

び手続についての説明を行っている。この説明会には同法人の情報文化セ

ンター見学会を組み込み、代筆・代読以外の場面や社会資源、情報にも触

れている。また、支援員にご登録いただいた方向けに、フォローアップ研

修と称して勉強会を開いた。約２０人のご参加をいただき、実際の支援で

依頼された内容の紹介を交えた演習、支援活動に出られた支援員との情報

交換などを行った。実働に出ていただけていない方も多数いるが、受講者

の反応もよく、こういった場は今後も必要と感じている。 

 

（３）代読・代筆支援者（従事者）養成研修の効果 

 支援者の質の確保の観点で重視する事柄 

 （受講生の反応、感想含む） 

○受講者の感想として、同行援護従業者養成研修を受けているが、知らない

こと・初めて聞いたことが多いや、支援方法のイメージがわいた等の意見

があった。 

○利用者からは、自宅に届いた書類の代読（整理）がスムーズになったとい

う声。福祉サービスを知らなかったが代筆・代読支援を利用するようにな

り、他の福祉サービスを知ることができた等の声が寄せられた。 

 

（４）他の地域においても養成研修を広げていくための方策 

○自治体に代筆・代読支援の必要性・重要性を理解してもらうことが求めら

れている。視覚障害当事者団体として訴えていく必要がある。 
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（５）視覚障害者への代筆・代読支援の課題 

 （自治体、国に求めることを含む） 

○市では同行援護を利用している人は意思疎通支援事業の代筆・代読支援の

対象外となっている。同行援護を利用している人から、代筆・代読支援を

受けたいというニーズが多いことや、福祉サービスと意思疎通支援事業を

組み合わせることによってメリットがあるので、利用者の範囲を広げてほ

しいという要望があった。 

○意思疎通支援事業の利用者が増えた場合、今いる職員では足りないと思う。

自治体に人件費も担保していただき、体制を整えたい。 

○緊急（急ぎ）で代筆・代読支援を希望する方もいる。特に、その人が利用

登録していない場合は対応が難しい。利用者登録・支給決定等を市に協力

いただいて、どんなに急いでも１週間はかかる。急ぎの対応について課題

がある。 

○代筆・代読支援者として登録していただいている方々、全員に活動の機会

があるわけではない。もっと利用者を増やしていくことが必要だと思う。 

○代筆・代読支援者の派遣の報酬（事務手数料）も上がればいいと思う。 

○パソコンやスマートフォンを利用したオンラインによる代読・代筆支援が

今は認められていない。視覚障害当事者からはニーズがあるので認めてほ

しい。 

 

（６）視覚障害者へ代筆・代読支援が効果的に行われるための方策 

○居宅介護では、代筆・代読支援をしてもらう時間がない。同行援護を利用

しての代筆・代読に関しても書類を読んでもらう時間はない。その制度の

狭間として、意思疎通支援の代筆・代読が役割を果たせるのではないか。 
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４ ヒアリングの結果の整理（補足） 

 代筆・代読支援従事者養成研修を実施している３団体の取り組みを整理す

る。 

 

（１）講師 

Ａ ○座学 視覚障害者 

○演習 同行援護従業者養成研修指導者 

Ｂ ○座学 視覚障害者 

○演習 視覚障害生活訓練等指導者（歩行訓練士） 

Ｃ ○座学 視覚障害者 

○演習 視覚障害生活訓練等指導者（歩行訓練士） 

 視覚障害の特性や心理等の座学は、視覚障害者の講師が担っている。代

筆・代読の演習は、同行援護従業者養成研修の指導者や視覚障害生活訓練等

指導者（歩行訓練士）が担っている。 

 

（２）日数（時間）、研修費（テキスト含む）及び自治体からの補助の有無 

Ａ １日間 合計８時間 ４,０００円 補助なし 

Ｂ ２日間 合計１２時間 無料 補助あり 

Ｃ ２日間 合計１０時間 １,０００円 補助あり 

 研修日程としては、受講希望者の参加しやすさに配慮して１日で行うケー

ス、実習に時間をかける形で２日間行うケースの２パターンがあった。 

 また、自治体の委託を受けて実施している団体や団体が独自に実施してい

るところがあった。団体が独自に実施している場合は、出張して研修を行う

ことが可能。 

 

（３）養成研修カリキュラムの主な項目 

 ３団体ともにおおむね共通のカリキュラムで研修が行われている。Ａ団体

が先駆的に代筆・代読支援従事者養成研修を始めた。その際に作成したテキ

ストをＢ団体及びＣ団体が参考にして研修を実施しているためである。 

①講義形式の解説 

○視覚障害者にかかわる福祉制度  

○視覚障害者の現状 

○代筆・代読支援従事者の倫理 

○代筆・代読支援従事者の業務 

②実習部分 

 実習は講義で取り上げた内容を確認しながら次のような方法で実施。 

○支援者役と視覚障害者役の両方を経験 
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○代筆・代読の実習 

○備品の利用 

○必要となる基礎知識の確認 

 

＜参考：Ｂ団体で行われている養成研修の主な内容＞ 

１．講座 

（１）視覚障害者の現状 

①視覚障害者とは、②視覚障害者認定基準、③視覚障害のある人の数

（県内）、④視機能の理解、⑤視覚障害に伴う日常生活への影響、⑥社会

的不利を取り除く、⑦バリアフリー社会を目指す 等 

（２）視覚障害者（児）の心理 

①先天性視覚障害者の心理、②中途視覚障害者の心理、③職場での心

理、④障害の受容、⑤家族の心理、⑥視覚障害者の人間関係 等 

（３）障害福祉サービス 

①介護給付、②訓練等給付、③児童、④相談、⑤地域生活支援事業 等 

（４）代筆・代読支援従事者の業務 

①代筆・代読の制度、②意思決定支援、③従事者の倫理、④個人情報の

取り扱い、⑤代筆・代読を依頼する書類、⑥パソコン利用における支

援、⑦従事者として知っておくと便利なこと、⑧従事者の装備品 等 

２．演習 

（１）代筆の実際 

①代筆の基礎知識、②代筆するものの確認、③代筆の際の配慮、④代筆

の仕方、⑤代筆の応用、⑥代筆後の最終確認、⑦代筆と代理人、⑧代筆

できない書類、⑨自筆での署名 等 

【演習】 

①ハガキの宛名の代筆、②アンケートの代筆、③宅配便の代筆、④印鑑

の押印、⑤住民票写等交付請求書、⑥サインガイドで署名 等 

（２）代読の実際 

①代読の基礎知識、②代読の留意点、③代読する時の配慮、④どのよう

にして読むか、⑤自宅で読むもの、⑥高度な代読支援 等 

【演習】 

①レシートの代読、②パンフレット（宅配コーヒー）の代読、③市民 

フォーラム案内の代読、④医薬品の効能書きの代読 等 

 

（４）代筆・代読支援従事者に求められるスキル 

 研修を通して、代筆・代読支援従事者が学び、求められるのが下記の６つ

のことである。 

①視覚障害の理解（障害特性や心理等） 
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②本人の自己決定・人権尊重 

③信頼関係の構築 

④守秘義務 

⑤代筆のスキル 

⑥代読のスキル 

 

＜参考＞ 

代筆・代読支援従事者の持ち物の例 

○筆記用具 

○定規 

○付箋紙 

○朱肉 

○サインガイド 

○バインダー   等 

Ｂ団体において受講者に配布 

 

＜参考＞ 

視覚障害生活訓練等指導者（歩行訓練士）とは 

 目の不自由な人が杖を使って安全に歩行できるよう、歩行訓練を指導す

るほか、点字やパソコンを使って他人とコミュニケーションをとったり、

調理・掃除・食事など日常生活に必要な動作・技能の指導を行ったりする

専門職である。 

 厚生労働省の認定資格で、日本ライトハウス視覚障害生活訓練等指導者

養成課程、国立障害者リハビリテーションセンター学院視覚障害学科を修

了することが条件となる。 

○福祉医療機構のホームページから抜粋 

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/fukushiworkguide/jo

bguidejobtype/jobguide_job55.html 
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居宅介護及び同行援護事業所（団体） 

 

【対象】 

 意思疎通支援事業の代筆・代読支援を実施している事業所 

 居宅介護及び同行援護において代筆・代読支援を行っている事業所・団体 

 

【実施方法】 

 対面及びオンライン 

 

【調査内容】 

（１）意思疎通支援事業で代筆・代読支援を実施している 

実施の経緯、利用者を増やすための取り組み、オンライン（リモート）の

活用、効果的に支援が行われるための手がかり、支援を行っている上での課

題、他の地域（市区町村）でも意思疎通支援において代読・代筆支援を広げ

ていくための手がかり 

（２）居宅介護・同行援護で代筆・代読支援を実施している 

 意思疎通支援の代筆・代読支援のニーズ、派遣事業及び従事者養成研修の

実施意欲、オンライン（リモート）の活用、同行援護及び居宅介護での代

筆・代読、視覚障害者への代筆・代読支援の要望 

 実施日 

Ａ事業所 １２月７日 

Ｂ事業所 １２月２６日 

Ｃ事業所 １月５日 

Ｄ事業所 １月６日 

Ｅ事業所 １月６日 

Ｆ事業所 １月１１日 

Ｇ事業所 ２月２日 
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１ Ａ事業所 ヒアリング結果（意思疎通支援事業を実施） 

 

（１）代筆・代読支援を実施することとなった経緯・きっかけ・大変だっ

たこと 

○４～５年前から自治体に意思疎通支援の代筆・代読支援を実施してほしい 

と要望していた。障害福祉部の部長と課長との意見交換を重ね、代筆・代

読の必要性を理解してもらったことが始まったきっかけだと思う。 

○都道府県で「意思疎通支援条例」が制定されたことも市が実施したきっか

けになったと思う。 

○代筆・代読支援事業を実施するにあたり、自治体と何度も意見交換をした。

代筆・代読支援のニーズや同行援護では外出先の支援に限られること、居

宅介護では他の支援が優先され、代筆・代読支援が足りないことを説明し、

理解してもらった。 

○コロナ禍で、国の給付金申請書や、ワクチンの申込等は、視覚障害者にと

って読み書きしづらいものであった。その結果、視覚障害者への代筆・代

読支援の重要性を自治体に理解してもらうきっかけになったように思う。 

 

（２）代筆・代読支援の利用者を増やすための取り組み 

○代筆・代読支援の利用率は低い。代筆・代読支援があることを知らない視

覚障害者が多いように思う。また、代筆・代読支援があることを知ってい

てもどのような支援が受けられるのかを把握していないため、自分には必

要がないと思っている視覚障害者も多い。そのため、本協議会の広報で、

代筆・代読支援の内容についても配信している。 

○居宅介護事業所の責任者及び所属しているホームヘルパーが、代筆・代読

は居宅介護の中でできるので、改めて意思疎通支援事業で行う必要はない

と思っている人が多い。代筆・代読支援を広げていくには事業所の理解も

必要なので、市内の同行援護事業所・居宅介護事業所で構成する連絡協議

会を立ち上げた。約３０ヶ所が入っている。４月、６月、１２月に意見交

換をしている。また、６月の意見交換の際は市の出前講座を行い、障害福

祉部の課長・主査から代筆・代読支援の説明をしてもらった。 

○代筆・代読支援を受けることができる対象者を当初市は全盲だけと想定し

ていた。弱視（ロービジョン）にも代筆・代読支援は必要と訴え、身体障

害者手帳の等級を問わないことになった。しかし、身体障害者手帳がなく

ても対象とすることは難しいように思う。 

○市は「趣味・教養を目的とした代筆・代読」を利用できないこととしてい

る。本を読んでほしいというようなニーズが多く、認めてもらうように交

渉したが、無理だった。市としては、趣味等も認めると多くの申込があり、
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対応しきれないと考えているようだ。現時点では、本の代読を希望される

方は点字図書館の対面朗読サービスを受けている。ただ、点字図書館へ行

かなくてはいけないため、自宅で読んでほしいというニーズが多い。 

 

（３）パソコンやスマートフォン等のオンライン（リモート）を活用した

代筆・代読支援の実施の有無 

○パソコンやスマートフォンを利用しての代筆・代読支援は現在認められて

いない。利用者の横に支援者がいて、画面を読み上げることは認められて

いる。市は広いので、オンラインでの代筆・代読支援を認めてもらいたい。 

○オンラインで代筆・代読が認められない理由の一つとして、利用実績書を

記載することだと言われている。市の場合だと、利用実績書への利用者の

捺印・サイン等は不要で完了報告ができるので、市がオンラインの利用を

認めてもらえればできるように思う。 

○利用者が広い地域に散在しており移動に時間と費用がかかること、また冬

期には雪のため移動が難しくなる場合があることから、リモート支援が可

能になればヘルパーと視覚障害者の双方にメリットがあると思う。その場

合、ヘルパーにも視覚障害者にもＩＣＴのスキルが求められるため、それ

が課題になると思う。 

 

（４）視覚障害者へ代筆・代読支援が効果的に行われるための手がかり 

○来年度、市で代筆・代読支援者の養成研修を実施する予定と聞いている。

養成研修を実施し、支援者が増えれば効果的に代筆・代読支援が行えるよ

うに思う。なお、研修は１日で、午前中に座学、午後に演習を行う予定。 

○代筆・代読において、どのようなことを依頼できるのか、できないのかが

わかりにくい。支援方法の例を示しながら周知していくことが必要だと思

う。例えば、料理のレシピの本は代筆・代読支援ではなく点字図書館のサ

ービスということになるが、見えていたころに自分でメモしておいたレシ

ピであれば、図書ではないので代筆・代読支援の対象になるなど。 

 

（５）視覚障害者への代筆・代読支援を行う上での課題 

 自治体、国に求めることを含む 

○聴覚障害者に手話通訳が必要なように、視覚障害者に代筆・代読支援が必

要であることを自治体に理解してもらいたい。 

○同行援護・居宅介護では代筆・代読のニーズを汲み取れないことがあるこ

とを理解してもらいたい。 

○市の場合、意思疎通支援の代筆・代読支援の報酬単価は同行援護・居宅介

護と比較すると２～３割ほど高い。他の地域においても、報酬単価を高く
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設定してほしい。 

 

（６）他の地域（市区町村）でも意思疎通支援において代読・代筆支援を

広げていくための手がかり 

○市で代筆・代読支援を実施した際に、色々な市町村から問い合わせがあっ

たと聞く。各都道府県で１ヶ所でも意思疎通支援事業で代筆・代読支援を

行えば、周辺の自治体の参考になると思う。 
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２ Ｂ事業所 ヒアリング結果 

 

（１）同行援護での買い物等の後、居宅で代筆・代読支援をすることがあ

りますか。 

○私は相談支援をしているが、高齢の単身者へ、こうして連続してサー

ビスを受けられるように話をし、計画を立てている。しかし、現実の

問題として、同行援護（ガイドヘルパー）と居宅介護（ホームヘルパ

ー）の両方の資格を有しているヘルパーが少なく対応が難しい。 

○居宅介護は、料理・掃除・洗濯等に時間を多く割いてしまうことや代

筆・代読がきっちりと仕事の範囲として明確にされていないため、視

覚障害者への代筆・代読の必要性及び重要性を理解していないヘルパ

ーが多いように思う。 

○同行援護従業者養成研修では、代筆・代読について学ぶが、介護職員

初任者研修においては代筆・代読を学ぶことがない。介護職員初任者

研修においても代筆・代読を学ぶカリキュラムにしたほうがいい。 

○居宅介護の家事援助（料理・掃除・洗濯等）とはまた別に代筆・代読

の時間を支給してもらうことができれば、居宅で代筆・代読支援を受

けたい人達のニーズもある程度満たせるのではないか。 

 

（２）同行援護で代筆・代読を実施する際の課題を教えてください。 

○家に届いた郵便物を持ち出し、外で代筆・代読を行うことがある。そ

の際の場所の選定が難しい。喫茶店や図書館に行って代筆・代読を行

うことが多いが、利用者のプライバシーを守らなければならないので

神経を使う。年金のお知らせや株価の配当等の金銭に関係するものに

ついては特に扱いにくい。また、同行援護の本来の趣旨と違ってしま

うように思う。 

 

（３）居宅介護で代筆・代読を実施する際の課題を教えてください。 

○居宅介護で、料理や掃除をしてもらうと時間があっという間に過ぎて

しまう。郵便物を読んでほしいと用意していても、その時間がない。

また、ホームヘルパーによっては小さい字・難しい字が読めないとい

う方や、どのように代読していいかわからないという方も多い。 

○手紙の代読や代筆だけでなく、パソコンで表示されている画面を読み

上げることや、パソコンの入力を手伝ってほしいという視覚障害当事

者ニーズもあるかと思う。ただ、現状ではホームヘルパーとして従事

する方も高齢者が増えているため難しいように思う。ホームヘルパー

がパソコンスキルも学べるようにしてほしい。 
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（４）自治体が地域生活支援事業の意思疎通支援事業で代筆・代読支

援を実施する場合、実施したいと思いますか。その理由も教えてくだ

さい。 

○視覚障害者にとって代筆・代読支援は絶対に必要だから、同行援護・

居宅介護の事業所は実施せざるを得なくなるだろう。 

 

（５）代筆・代読支援者（従事者）の養成研修が地域で行わる場合、

従事者に受けてもらいたいと思いますか。その理由も教えてくださ

い。 

○代筆・代読支援には、一定のスキルが必要だから、養成研修を受ける

必要があると思う。 

 

（６）今後、パソコンやスマートフォン等のオンライン（リモート）

を活用した代筆・代読支援が実施されるとすれば、事業所としてどの

ように思いますか。 

○パソコン、スマートフォンなどの基礎も代筆・代読支援者の養成課程

に入れる必要があると思う。 

○代筆・代読支援とパソコンのスキルを持った専門性の高いヘルパーに

対する報酬はどのようにするのか課題がある。あまり報酬が低いと担

い手がいない。 

○パソコン等を利用してリモートで代筆・代読支援を行った場合にも、

支援の実績をきちんと事業所が把握すれば、オンラインでの支援も可

能だと思う。 

 

（７）視覚障害者への代筆・代読支援が広がっていく上で、国や自治

体に求めることはなんですか。 

○意思疎通支援事業の代筆・代読支援を実施する自治体がすぐに増える

ことは期待できないと思う。まずは、居宅介護のなかで「代筆・代読

支援」のサービスを位置づけ、代筆・代読支援に適切に応じることが

できるようにホームヘルパーを養成することが必要ではないか。 

○意思疎通支援事業で、代筆・代読支援を行う場合は、同行援護従業者

養成研修のように、「意思疎通支援従事者養成事業」のカリキュラム

を作成し、ヘルパーに資格を取得させることが重要だと思う。 

○ろう者の手話通訳のように、視覚障害者には代筆・代読支援が必要だ

ということを自治体の職員に理解してもらいたい。 

○意思疎通支援事業の代筆・代読支援を事業所としても魅力あるような

報酬単価にしないと担い手がいないように思う。 
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○代筆・代読支援は比較的短時間で終わることが予想される。支援時間

だけを報酬の対象としたのでは、ヘルパーも事業所も支援事業に取り

組むのが費用面で難しい。利用者の家に訪問するまでの往復時間も支

援実績に含めるとか、交通費（実費）の補助も検討してほしい。 

○同行援護、居宅介護、地域生活支援事業（意思疎通支援）等の制度を

知らない当事者が多いように思う。自治体で改めて周知・徹底してほ

しい。 

○晴眼者の家族がいる視覚障害者は、代筆・代読をしてもらえるため、

居宅介護や意思疎通支援事業の制度をあまり利用しないかと思うが、

家族に頼らず、制度を利用できることを意識してほしい。 
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３ Ｃ事業所 ヒアリング結果 

 

（１）視覚障害当事者団体として、自治体に意思疎通支援事業の代筆・代

読支援を実施するように要望したことがありますか。ある場合は、その時

の自治体の反応を教えてください。 

○昨年４月、市と意見交換した。その時、雇用と福祉の連携による重度障害

者等就労支援特別事業と、意思疎通支援事業の代筆・代読支援を市として

実施してほしいと要望した。 

○市としては重度障害者等就労支援特別事業の方は実施することとしたが、

代筆・代読支援は未だ実施に至っていない。その背景には代筆・代読に対

するニーズがどれくらいあるか分からないということがある。ニーズがは

っきりしない以上、当面は居宅介護や同行援護の代筆・代読支援で対応し

たいというのが市の答えだった。 

○４月の意見交換会の際、音訳ボランティア団体の代筆・代読支援を受けて

いた視覚障害者にも参加してもらい、支援が必要であることを伝えてもら

った。音訳ボランティア団体側も、ボランティアの高齢化で支援者のリタ

イアがあり、行政で対応してくれればありがたいとの声があった。ただ、

他の視覚障害者からは代筆・代読支援に関する要望があまり出てこない。

同行援護や居宅介護の代筆・代読支援で足りているのではないかと思われ

る。事業の予算を付けてもらっても、利用者が少ないと事業として成り立

たない。 

○視覚障害者の代筆・代読支援に対するニーズは、弱視（ロービジョン）者

よりも全盲の人の方が高いと思う。特に独居の人は家族の支援を受けるわ

けにいかないのでニーズがあると思うが、現段階でそうした人からの要望

が特には出てきていない。 

 

（２）自治体が地域生活支援事業の意思疎通支援事業で代筆・代読支援を

実施する場合、事業所として実施したいと思いますか。その理由や実施

する際に課題となることがあれば教えてください。 

○当初、意思疎通支援事業の代筆・代読支援をやりたいと思ったが、しばら

く様子を見ていると、あまりニーズが出てこないようなので今のところは

事業所として取り組む状況にはない。意思疎通支援の代筆・代読支援を始

めた事業所と意見交換をしたが、利用者が伸び悩んでいると聞いている。

やはり「必要だ」との声が出てこないと事業として乗り出しにくい。 

○同行援護事業を実施しているので、もし同行援護の延長線上に代筆・代読

支援が位置づけられるのであれば手を上げたいと思う。あるいは、同行援

護と居宅介護の両方をやっている事業所もあるので、そうしたところが代
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筆・代読支援に取り組むというのも一つの方法だろうと思う。ただ、代

筆・代読支援のみ事業として行うのは、現状では難しいと考える。 

○報酬単価について具体的にどの程度が適当かをいうのは難しい。同行援護

事業は、コロナの影響で厳しい時期もあったが、どうにか赤字にならずに

行っている。代筆・代読支援に特化した事業を新たにスタートさせるとな

ると今のスタッフでは厳しいと思うが、新しいスタッフを雇うことができ

るかというと、利用者が少数だと厳しい。税金からの支出なので報酬単価

を上げてもらうのも難しいのではないかと思う。 

○視覚障害者の代筆・代読に対するニーズが高いのであれば採算が合うかど

うかに関係なく実施すべきだと思うが、あまりニーズが上がってこない状

況で、やはり実施が難しいと考える。 

 

（３）代筆・代読支援者(従事者)の養成研修が地域で行われる場合、従事

者に受けてもらいたいと思いますか。その理由も教えてください。また

は、養成研修の実施を協会として考えていますか。 

○養成研修を行ってほしいという声がかかったら是非やりたいと思う。 

 

（４）今後、パソコンやスマートフォン等のオンライン(リモート)を活用

した代筆・代読支援が実施されるとすれば、事業所としてどのように思

いますか。 

○中途聴覚障害者向けの要約筆記の状況をみていると、オンラインでの支援

が行われている。代筆・代読支援でもオンラインで行う可能性はあると思

う。 

○ヘルパーにも利用者にもＩＣＴのスキルを身につけてもらう必要があるが、

同行援護の利用予約は基本的にメールのやりとりで行っており、ＩＣＴ利

用の素地はあると思う。難しいこともあるかもしれないが、それなりの研

修を行えばオンラインでの支援も可能だろうと思う。 

○利用実績の記録において記録書に捺印する方式を採っているが、オンライ

ンにする場合は別の方式を採用する必要がある。ただ、工夫の仕方はある

と思う。 

○タブレットやスマートフォンを市が貸与するといったことがあれば、オン

ライン支援がやりやすくなると思うが、そこまで市に取り組んでもらうた

めには、やはりニーズがあることを示すのが先ずは必要になる。 
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（５）同行援護での買い物等の後、居宅で代筆・代読支援をすることがあ

りますか。例:買ってきたものを冷蔵庫へ整理するなど、または郵便物

の仕分け等を短時間で応じている等 

○家の中に入って買い物の整理等をやることはない。玄関先で郵便物等を読

むことはある。病院の待合時間を利用して書類などを読んでもらうといっ

たこともあると聞く。その際、書類の内容によってはプライバシーが保護

されないのではないかとの指摘があるかもしれないが、今のところ利用者

からプライバシーの問題を指摘されたことはない。 

 

（６）同行援護で代筆・代読を実施する際の課題を教えてください。 

○同行援護の場合、厳密には家に入ってからの支援は行えない。ただ、玄関

先で実績記録表に捺印してもらうことがある。本当は家に入ってからの支

援も弾力的に認められればいいと思う。 

○ほとんどガイドヘルパーは代筆・代読支援を適切に行うことができると思

っているが、全てのヘルパーがそうだとはいえないのでスキルアップの研

修は必要だと思う。 

○プライバシーの保護が重要だと思う。ヘルパーとの１年に１回の契約更新

のときに「ちゃんとプライバシーに配慮してください」と念押ししている。 

 

（７）視覚障害者への代筆・代読支援が広がっていく上で、国や自治体に

求めることはなんですか。 

○ニーズの把握、代筆・代読支援の有効性を行政と利用者の双方にアピール

する必要がある。 

○市は、他の政令市が実施しているかどうかを意識する。自治体間のネット

ワークを良い方向で生かしていければと思う。 

○読書バリアフリー法にしても、障害者情報アクセシビリティ・コミュニケ

ーション施策推進法にしても、それら法律が一人一人の視覚障害当事者に

とって何をもたらすのか、どのように生活が改善されるのかがなかなか見

えてこない。それが分かるようにアピールすることが大事だと考える。 
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４ Ｄ事業所 ヒアリング結果 

 

（１）視覚障害当事者団体として、自治体に意思疎通支援事業の代筆・代

読支援を実施するように要望したことがありますか。 

 ある場合は、その時の自治体の反応を教えてください。 

○県内の市町村すべてではないが、意思疎通支援事業の代筆・代読支援を実

施してほしいと要望している。各市では、県内のどこの自治体も実施して

いないので、実施に足踏みしているようだ。全国では実施している自治体

があることを紹介しても反応は良くない。 

○県へ要望しても、居宅介護で代筆・代読が実施できているので、意思疎通

支援事業の代筆・代読支援を行う必要はないのではないか。居宅介護で代

筆・代読支援が受けられることを周知・徹底し、支援を受ける人を増やし

たほうがいいのではないかと言われてしまう。 

 

（２）県内の自治体が地域生活支援事業の意思疎通支援事業で代筆・代読

支援を実施する場合、視協も実施したいと思いますか。その理由や実施

する際に課題となることがあれば教えてください。 

○意思疎通支援事業の代筆・代読支援のみでは視協として実施することは難

しいと思う。同行援護事業を行っているので、同行援護と意思疎通支援を

組み合わせることで実施できるかと思う。 

○同行援護で外出する前後で、居宅内で意思疎通支援を受けることができる

ような、連続しての支援。また、居宅介護で家事援助を受けて、代筆・代

読を別時間で行うための、意思疎通支援を受けるなど連続した支援が実現

しやすいのだと思う。一方で、障害福祉サービスを受けられない（対象外）

の人もいるため、意思疎通支援の代筆・代読ではその人達へも支援できる

ような仕組みも求められる。 

 

（３）代筆・代読支援者（従事者）の養成研修が県内で行われる場合、従

事者に受けてもらいたいと思いますか。その理由も教えてください。 

 または、養成研修の実施を視協で考えていますか。 

○同行援護従業者の養成研修の追加研修という形であれば実現できるように

思う。また、従事者にも研修を受講してもらいたいと考えている。 

 

（４）今後、パソコンやスマートフォン等のオンライン（リモート）を活

用した代筆・代読支援が実施されるとすれば、事業所としてどのように

思いますか。 

 例：従事者のスキルや機器（ＰＣ等の問題） 
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○今後、代読支援として有効だと思う。その一方で、ガイドヘルパーやホー

ムヘルパー及び利用者も高齢者が多い。ＩＣＴ機器を使いこなせるのか等

の不安がある。 

○オンラインで代筆・代読等の支援を行った場合、サービス提供を確実に行

ったという証明をどうしていくのかが課題がある。今、利用者に確認し、

捺印してもらっているので、オンラインではその報告が難しい。そのあた

りも検討が必要に思う。 

 

（５）同行援護での買い物等の後、居宅で代筆・代読支援をすることがあ

りますか。 

 例：買ってきたものを冷蔵庫へ整理するなど、または郵便物の仕分け等

の短時間で応じている等 

○同行援護で、居宅内で代筆・代読支援をすることはない。制度的に認めら

れていないので、県視協としても行っていない。また、あまり件数はない

が、郵便物を外出先に持参し、代筆・代読を行うことはある。 

 

（６）同行援護で代筆・代読を実施する際の課題を教えてください。 

○金融機関等で、ガイドヘルパーの代筆を求められることがある。ガイドヘ

ルパーとしても、金融関係の代筆は躊躇するので、金融機関の行員が代

筆・代読することを徹底してほしい。 

 

（７）視覚障害者への代筆・代読支援が広がっていく上で、国や自治体に

求めることはなんですか。 

○県は、東部・中部・西部と地域を分けることができる。その各地域で行政

（自治体職員）が代筆・代読の支援を行えば、ある程度の視覚障害者から

の代筆・代読支援に関するニーズに対応できるのではないか。職員が自宅

へ訪問して、代筆・代読支援を行えば、それほど経費もかからないように

も思う。 

○意思疎通支援事業では、手話や要約筆記が目立っており、視覚障害者への

代筆・代読支援についてはあまり必要性・重要性を自治体職員に認識して

もらえていないように思う。その理解・啓発が必要だと思う。 

 また、居宅介護のホームヘルパーも代筆・代読に関して、知識が少ないた

め、その理解・啓発にも努めていきたい。 

○居宅介護で代筆・代読支援を受けられることを知らない視覚障害者も多い

ように思う。その要因として、ケアマネジャーが理解していないのだと思

う。その理解・啓発も必要だと思う。 
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５ Ｅ事業所 ヒアリング結果 

 

（１）視覚障害当事者団体として、自治体へ意思疎通支援事業の代筆・代

読支援を実施するように要望したことがありますか。ある場合は、その

時の自治体の反応を教えてください。 

○市に対して意思疎通支援事業としての代筆・代読支援を要望した。年度当

初（５月ころ）、要望書を持って市と懇談会を行った。しかし、市から前

向きな答えはなく、実施されないまま今に至っている。 

○市としては、同行援護事業や居宅介護事業で代筆・代読支援を行えること

になっており、その支援を利用すればいいのではないかという反応だった。 

○同行援護では外出先での代筆・代読であり、居宅で支援を受けられないこ

と、家事援助の中で代筆・代読支援を受けようと思っても時間が足りなく、

また、ホームヘルパーが代筆・代読支援のための研修を受けておらず的確

に支援を行えるかは疑問。そのことも市に伝えたが理解してもらえなかっ

た。 

○代筆・代読支援に特別なノウハウなどは必要なく、晴眼者であれば誰でも

できると、行政の職員は考えているように感じられる。そこを変えていく

必要がある。 

 

（２）市が地域生活支援事業の意思疎通支援事業で代筆・代読支援を実施

する場合、視協も実施したいと思いますか。その理由や実施する際に課

題となることがあれば教えてください。 

○可能であれば事業所として実施したいと思う。ただ、現段階では代筆・代

読支援を事業として行うだけの体制を整えるのが難しい。 

○代筆・代読支援を求める声が利用者から出てきてはいないが、声は上がっ

ていなくても実際にはニーズがあるのだと考えている。それに応ずるため

に、将来的には事業所として取り組みたい気持ちはある。 

○現在、同行援護事業を事業所として実施しているが、それだけでは事業の

運営が厳しいというのが実態。意思疎通支援事業としての代筆・代読支援

が適正な報酬体制に支えられるものであるなら、取り組みたいと思う。 

 

（３）代筆・代読支援者（従事者）の養成研修が市で行われる場合、従事

者に受けてもらいたいと思いますか。その理由も教えてください。また

は、養成研修の実施を視協で考えていますか。 

○代筆・代読支援を行うためには、それなりのノウハウや守るべきルール

(プライバシー保護等)があると思うので、養成研修が行われれば従事者に

受講してもらいたいと思う。 
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○養成研修の実施主体になることについては、可能であればやりたいと思う

が、現実問題として講師役になる人材の確保が難しい。研修を実施するた

めの環境を整備できればという条件付きだが、やりたいとは思う。 

○養成研修を受講した場合、何らかの資格が与えられるようになればと思う。

公認の資格であることが望ましいが、そこまでいかなくても資格として一

定程度認められるようになれば、代筆・代読支援には専門のノウハウや資

質が必要であることを示すことができる。行政に対して代筆・代読支援の

必要性をアピールする一つの材料になると考える。 

○日本視覚障害者団体連合が、代筆・代読支援者及び講師の養成研修に取り

組んでもらいたい。 

○手話通訳者や要約筆記者の養成研修は実施している自治体が多いが、代

筆・代読支援について目を向けるところが少ない。 

○同行援護の場合でいうと、市では社会福祉協議会に対してガイドヘルパー

の養成研修を行うよう要望していたが、養成研修どころか同行援護事業そ

のものもやめてしまった。考えられない状況だと思っている。同行援護の

研修は県の所管なので、市ではなく県に対して視障協も養成研修を行いた

い旨を申請しているが、なかなか認めてもらえない状況である。 

○同行援護従業者養成研修の際は、中央法規出版の「同行援護従業者養成研

修テキスト」を使用している。代筆・代読支援者養成についても公式なテ

キストが求められる。 

 

（４）今後、パソコンやスマートフォン等のオンライン（リモート）を活

用した代筆・代読支援が実施されるとすれば、事業所としてどのように

思いますか。 

○オンラインによる代筆・代読支援があれば便利になる面はあると思う。た

だ、視障協が事業所としてそれに取り組むことについては課題が多く、現

実には難しいと考える。 

○オンラインによる支援を行うだけのスキルを持ったスタッフがいない。ま

た、オンラインで使用するパソコンやＬＡＮ環境等の設備が整っていない。 

○視覚障害者の側にもスキルを持っている人は少ないと思う。 

○同行援護の場合、支援の実績記録書に捺印してもらっている。オンライン 

の場合は捺印が難しくなるので工夫が必要になると思う。 

 

（５）同行援護での買い物等の後、居宅で代筆・代読支援をすることがあ

りますか。 

○同行援護は、あくまで外出先での支援なので家に帰ってから居宅で支援す

るということはない。現場では、もしかすると玄関先で買い物の品物を整

－ 95 －



98 

理して伝えるといったことはあるかもしれないが、家にあがり込んで冷蔵

庫に入れるといったことはないだろうと考える。代筆・代読についても、

やはりやっていないと思う。やっているという話を聞いたことはない。 

○自宅に戻ってからの支援も欲しいという意見は、現場では出ているのでは

ないかと思うが、事業所にそうした意見が寄せられることはこれまでなか

った。 

○同行援護で多少でも居宅での支援が認められるようになれば、ヘルパーが

それに対応することは可能だと思う。制度的に認められていないのでやっ

てないだけである。 

 

（６）同行援護で代筆・代読を実施する際の課題を教えてください。 

○金融機関や役所の窓口でガイドヘルパーに代筆をお願いする場合、代筆者

の氏名や住所を記入するよう求められることがある。また、ガイドヘルパ

ーの身分を示す証明書の提示を求められることもある。手続きの主体は視

覚障害者なのでそこまでする必要はないと考えるが、実際にはそうしたこ

とを求められる。そうすると、何か問題があった時に代筆者が責任を問わ

れてしまうのではないかという心配が起きて、ヘルパーも代筆に抵抗感を

覚えるだろうし、お願いする視覚障害者側も遠慮してしまうところがある。 

○本来は金融機関や役所の職員が代筆すべきところであるが、現場の窓口で

は代筆を求められることがある。書類を家に持ち帰って代筆してもらう場

合は代筆者の氏名を書かなくても受け付けられるが、窓口だとそうはいか

ないというのは、おかしな話である。 

 

（７）視覚障害者への代筆・代読支援が広がっていく上で、国や自治体に

求めることはなんですか。 

○行政側の代筆・代読支援に対する認識を改めてもらう必要がある。しかし、

要望書とそれに付随する資料を提出しても、人事異動によって担当職員が

交代すると、それが引き継がれていない。行政の姿勢を改めてもらいたい。 

○要望を伝える懇談会に参加する視覚障害者が、特定のメンバーに固定され

がち。もっと多くの視覚障害当事者が声を上げていくことも必要。 

○アンケート調査等によって障害者側のニーズを把握する必要がある。事業

を実施する前提には、やはりニーズがこれだけあるというのを示す必要が

ある。また、代筆・代読支援の必要性を理解してもらうための啓発資料も

あればと思う。 

○代筆について、契約書類や一定額以上の金銭管理にかかわるような書類だ

と、何かトラブルがあったとき責任問題が生ずる可能性がある。代筆・代

読支援でどこまで支援するのが適当か、金融機関や役所の窓口で対応すべ
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きこととの住み分けなど、ある程度 整理が必要ではないか。 

○代筆・代読支援の内容について、趣味・娯楽は支援の対象外としている自

治体もあるようだが、図書を読んでもらうことについては図書館で対応し

てもらえるものの、代筆・代読支援においても一定時間内であればあまり

制約を設けずに支援してもらえるというようにすれば、利用者増につなが

るかもしれない。 

○代筆・代読支援に当たるヘルパーの養成研修を確立することも支援を広め

る上で有効だと思う。 

○昨年１０月に、市が障害者総合支援計画を策定するためアンケート調査を

行った。無作為抽出された障害者の中に視覚障害者が２００人いた。市内

にもっと多くの視覚障害者がいるはずで、そのニーズや意見を政策や制度

に反映させられればと思う。 
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６ Ｆ事業所 ヒアリング結果 

 

（１）視覚障害者の当事者団体として、自治体に意思疎通支援事業の代

筆・代読支援を実施するように要望したことがありますか。ある場合は、

その時の自治体の反応を教えてください。 

○６～７年前から代筆・代読支援を実施するように市へ要望している。市の

身体障害者団体連合会に所属している１０の障害者団体の意見・要望をと

りまとめて市に陳情している。その後、各障害者団体と市の障害福祉課で

意見交換が行われる。意見交換を行って市の担当者は、代筆・代読支援の

重要性については理解を示しているように伺える。しかし、ニーズが把握

できない。また県内であまり実施例がなく、市が率先して行うにはハード

ルが高いと言われる。 

○市から代筆・代読支援に関するニーズを把握するために、当事者アンケー

トを実施してほしいと要請を受けた。協会としては大規模なアンケートの

実施は予算面及び対象者の選定（会員外）は難しく、視協のメーリングリ

ストや電話での聞き取りをとおしてまとめ、市に提出した。その後は、特

に事業実施に向けて進んでいない。 

○アンケート及び聞き取りでは、書類の代筆・代読のニーズのほか、パソコ

ンやスマートフォンの画面の代読あるいは操作のフォローを受けたいとい

うニーズは多かった。弱視の方も同様なニーズがあったため、代筆・代読

及びパソコンの利用に関しては視覚障害の程度にかかわらず必要な支援だ

と改めて感じた。 

○居宅介護の代筆・代読支援によって視覚障害者のニーズに応えられるので

はないかというのが市の考え方。しかし、居宅介護における代筆・代読支

援は簡易なものが想定されており、それでは不十分だと主張してきた。結

果、それを受けて市では家事援助における代筆・代読支援が拡充され、週

に１回３０分、代筆・代読の支援のみ受けられるようになった。 

 

（２）市が地域生活支援事業の意思疎通支援事業で代筆・代読支援を実施

する場合、市視協（事業所）としても実施したいと思いますか。その理

由や実施する際に課題となることがあれば教えてください。 

○市で意思疎通支援事業が行われれば、事業を実施したいと思っている。一

方で、従事者を確保できるかが課題になると思う。本事業所では同行援

護・居宅介護のヘルパーは職員になる。人件費（報酬）も高くなければ従

事者が集まらないように思う。また、ホームヘルパー、ガイドヘルパーの

両方の資格を持っていても、居宅内の支援はあまりしたくないというヘル

パーもいる。代筆・代読支援が報酬面及び仕事面で魅力あるものにしてい
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かないといけないと思う。 

 

（３）代筆・代読支援者（従事者）の養成研修が市で行われる場合、従事

者に受けてもらいたいと思いますか。その理由も教えてください。また

は、養成研修の実施を視協で考えていますか。 

○市内の支援者（従事者）を養成する研修であれば実施したいと考えている。

県視覚障害者福祉協会が作成した養成研修のテキストを参考に実施する等、

県と連携をしながら進めたいと思う。一方で養成研修を担った場合、講師

として担当できる人が１人または２人くらいしかいない。講師の養成も必

要不可欠に思う。 

○視協で養成研修を実施した場合、市内または近隣の自治体を対象にした研

修としたい。講師が全国の自治体に出向いて研修を行うことは難しい。 

 

（４）今後、パソコンやスマートフォン等のオンライン（リモート）を活

用した代筆・代読支援が実施されるとすれば、事業所としてどのように

思いますか。 

○市の中央図書館では、来館型の対面朗読に加え、新たに遠隔コミュニケー

ションアプリ（Ｚｏｏｍ）を使用したオンラインによる対面朗読サービス

を行っている。それは、あくまで希望の図書資料の代読(私信は除く)を対

象としているのでうまくいっているように思う。視覚障害者が手元の資料

を代読してほしいという場合には、当事者の方にもそれなりのスキルが求

められるため、まだまだ難しいように思う。 

○ガイドヘルパー及びホームヘルパーの資格をもっている人で、パソコンや

スマートフォンに詳しい人もいるが少ないように思う。ほとんどが操作に

なれていない人ではないか。視覚障害者（利用者）及び支援者ともに、パ

ソコンやスマートフォンのスキルが必要だと思う。 

 

（５）同行援護と居宅介護で代筆・代読を実施する際の課題を教えてくだ

さい。 

○ホームヘルパーとして従事している人の多くは、家事等は得意であっても

代筆・代読を苦手とする人が多いように思う。その理由として、研修の内

容に代筆・代読が含まれていないからだと考えられる。どのように代読し

ていいのか、またどの範囲まで代筆していいのかを知らない従事者が多い。 

○同行援護従業者養成研修とプラスして、代筆・代読支援従事者の研修を行

ったほうがよいと思う。代筆・代読支援の従事者だけを募った場合応募

（担い手）が少ないように思う。 

○移動支援事業で通勤・通学の移動の支援を行っている。しかし、朝が早く
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短時間の支援であること、また夕方・夜には帰りのサポートもあることか

ら担当してくれるガイドヘルパーが少ない。支援時間が短くても、利用者

宅及び目的地、そしてヘルパーが一度自宅へ戻る時間等を鑑みれば、多く

の時間を要している。実際の支援時間以外での報酬体系も考えていく必要

があると思う。 

○福祉・介護職員等の処遇改善に係る加算がついているが、報酬加算をさら

に考えてほしい。市に限らず、全国的に事業所の運営が成り立たなくなっ

てくるように思う。 

○居宅での代筆・代読支援として、自治体は手紙の読み書き、購入したもの

の整理（冷蔵庫）等の簡単な代筆・代読を想定している。しかし、視覚障

害当事者は、もっとプライベートなことや専門的なことを期待しているよ

うに思う。もっとプライベートなことにも代筆・代読支援が広がれば、お

のずと利用者も増えるように思う。 

○スキャナーを使用して、文字を読み取り読み上げる機器や、眼鏡に装着す

るもの、またアプリ等、ＡＩを活用したものが増えてきている。またこれ

からも技術の発展とともに増える気がする。しかし、やはり人に代読して

もらうほうがより正確であり、自分の知りたいことが知れると思う。機器

は一定の役割を果たすかもしれないが、機器を開発すれば視覚障害者のニ

ーズが満たされるという考えはやめてほしい。あくまで、人による代筆・

代読支援が重要だと思う。 

 

（６）視覚障害者への代筆・代読支援が広がっていく上で、国や自治体に

求めることはなんですか。 

○自治体が定める「障害者計画」に代筆・代読支援を明記してほしい。 

○「障害者による情報の取得および利用並びに意思疎通に係る施策の推進に

関する法律」（いわゆる、障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーシ

ョン施策推進法）が公布・施行されたのだから、視覚障害者への情報保障

として代筆・代読についても重要である認識をもってほしい。 

○視覚障害者に対する代筆・代読支援についての自治体の認識が不十分。家

事援助にともなうもの(商品パッケージやチラシなど)とか手紙類等の処理

しか念頭にない。もっと広い範囲をカバーするものだと認識してもらうよ

う周知が必要。 

 

 

 

 

 

－ 100 －



103 

７ Ｇ事業所 ヒアリング結果（意思疎通支援事業を実施） 

 

（１）意思疎通支援事業の代筆・代読支援を実施することとなった経緯・

きっかけ・大変だった（従事者・利用者の確保等）ことは何ですか。 

○区では障害者のコミュニケーション支援整備に関して、特に聴覚障害者団

体を中心に、区への要望が数年来盛んに行われていた。区は令和２年４月

１日に意思疎通に関する条例を整備し、その中に視覚障害者の代筆・代読

支援も含まれた。そのことにより、意思疎通支援事業の代筆・代読支援が

他自治体より早めに実施されたと思う。 

○また、日本視覚障害者団体連合、東京都盲人福祉協会の情報共有の中で、

意思疎通支援の代筆・代読支援の全国的な進捗状況を把握できた。区視覚

障害者福祉協会の会長が障害者自立支援協議会等の場で、障害福祉課に代

筆・代読支援の実施を要望してきた。障害福祉課の職員の中に、代筆・代

読支援の必要性に理解を示す人がいて、比較的早くの実現に至ったのでは

ないかと思う。 

○区では、身体障害者手帳を取得していなくても、代筆・代読支援を利用で

きる。高齢に伴い、視力低下等による理由から、文字等の読み書きをする

ことが困難である方が対象となる。 

○区では、対象者が生活するにあたり必要となる申込書等の代筆及び郵便物、

新聞及び雑誌、取扱い説明書等の代読が認められており、代筆・代読の範

囲の制約は少ない。 

 

（２）代筆・代読支援の利用者を増やすためにどのような取り組みをされ

ていますか。 

○事業所の同行援護・居宅介護の利用者及び視覚障害者福祉協会の会員に対

して代筆・代読支援の周知を行った。利用者は現在約３０人。代筆・代読

支援が始まって徐々に増えてきた。 

○利用者の９割が事業所の利用者である。残り１割が、視覚に障害の無い高

齢者だ。 

○視覚に障害の無い高齢者がこの代筆・代読支援を知ったのは、中野区の広

報やホームページを見たのだと思う。 

 

（３）視覚障害者への代筆・代読支援を行っている上での課題は何です

か。また、自治体（区）、国（厚生労働省）に求めることがあります

か。 

○区の代筆・代読支援の時間は、１回につき１時間、月に２回まで認められ

ている。利用者からも１回に利用できる時間及び月の回数についても増や
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してほしいというニーズがある。 

○代読・代筆支援の１時間だけのためにヘルパーを派遣することは、事業所

として調整が難しい。利用者様にはできる限り同行援護とセットで利用し

てもらっている。 

○現在の制度上、同行援護を利用して外出する前後に居宅内での意思疎通支

援事業の代筆・代読の支援が認められている。しかし、同行援護と同行援

護との間に意思疎通支援の代筆・代読支援を挟むことができないことから

代筆・代読支援を挟むことを制度上認めてほしい。 

○区の報酬から代筆・代読の支援者への時給及び交通費を支払うと事業所と

しての利益はあまりない。現在の報酬では、事業所としてのメリットが少

なく、むしろリスクがかさむことで、事業所の運営上は困難な状況である。

代筆・代読支援の単独でのサービス提供でも可能なだけの、充分な報酬を

いただきたい。なお、今は、代筆・代読支援が区で始まったばかりである

ことや、視覚障害のある方々への重要な支援だと事業所としても考えてい

るので、利益はないものの、支援を行っている。 

○代筆・代読支援をしているのが同行援護従業者（ガイドヘルパー）の資格

を持っている人達なので、外出時の代筆・代読も日頃から行っていたため、

意思疎通支援の代筆・代読支援を始めた時に問題やヘルパーさんの戸惑い

はなかった。ただ、英語の本・雑誌を代読してほしいという利用者もいる

ので、そういう場合には英語の堪能なヘルパーにお願いをしている。 

○区では意思疎通支援（代筆・代読支援）や移動支援等の地域生活支援事業

の場合は、請求を区役所へ持参または郵送することになっている。障害福

祉サービス（同行援護・居宅介護）も行っているので、月末及び月初まで

は事業所として忙しい。請求業務をオンラインで行える等の簡素化をして

ほしい。 

○区では、代筆・代読支援者の養成研修を行うことを計画されている。養成

研修が行われれば、音訳のボランティアさんにも受講してもらい、支援者

が増えることが期待できる。また、養成研修は区から委託を受けてこちら

が実施したい。 

○代筆・代読支援の利用者から予約が入ると、それを区の担当者へ電話で連

絡する形になっている。恐らく事業を開始して１年目なので、区として、

どういう利用状況なのかを把握したい為だと思う。ただ、こちらとしては、

頻繁に区へ連絡しなければいけないため、煩雑になってしまう。 
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（４）パソコンやスマートフォン等のオンライン（リモート）を活用した

代筆・代読支援が実施されるためには何が必要だと思いますか。 

○利用者のパソコンやスマートフォン等のＩＣＴ機器のスキルを上げること

が必須だと思う。文字やその場の光景を巧みに撮影し、双方で疎通ができ

ることが必要になり、それに見合うだけの簡単かつ安価な機材提供を社会

制度の中で整備してもらうことを望む。 

○同行援護のサービス提供の報告については、利用者の印鑑を必要としない

方向になろうとしている。ただ、意思疎通支援事業では、利用者の印鑑が

必要である。オンラインで代読支援を行った場合に報告が難しい。 

 

（５）他の地域（市区町村）でも意思疎通支援において代読・代筆支援を

広げていくための手がかりはなんだと思いますか。 

○視覚障害当事者の熱い声（要望）が必要だと思います。自治体に対して、

代筆・代読支援が本当に必要なサービスであることを、地元の当事者団体

を通して熱烈に要望し続けるのがいいかと思います。また、朗読ボランテ

ィアグループや音訳点訳ボランティアとのネットワークを構築し、その

方々をも巻き込んでの活動を行うのもいいのかもしれません。さらには、

そのような方々とのネットワークの中で、オンラインやリモートでの支援

をも見据えた準備を整備する必要があると思います。 
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８ ヒアリングの結果の整理（補足） 

代筆・代読支援従事者養成研修を実施している７事業所（団体）の取り組

みを整理する。なお、視覚障害者団体が行っている事業所を中心にヒアリン

グを実施した。その一部を整理した。 

  

（１）意思疎通支援事業の代筆・代読支援の実施 

 意思疎通支援事業の代筆・代読支援を実施するにあたり、何度も自治体の

担当者と団体とで意見交換がされている。意見交換の場では、代筆・代読支

援が視覚障害者に必要不可欠であることを伝え、自治体に理解してもらい事

業の実施に至ったようである。 

 一方で、視覚障害者団体として、自治体に意思疎通支援事業の代筆・代読

支援を実施してほしいと要望をしても、居宅介護や同行援護で行われている

代筆・代読で十分であること、地域に住む視覚障害者の代筆・代読支援のニ

ーズが把握できないとして、実施に至らない自治体があった。 

 

（２）代筆・代読支援従事者養成研修の実施 

 現在、代筆・代読支援従事者養成研修が行われているところはなかった。

一方で意思疎通支援事業において、代筆・代読支援者の派遣を行っている事

業所において、令和５年から自治体の委託を受けて代筆・代読支援従事者養

成研修を行うことも確認できた。 

 また、多くの地域で代筆・代読支援従事者の養成研修の実施を求める声が

あり、その一部では養成研修を開催したいという意欲的な団体もあった。 

 

（３）オンラインによる代筆・代読支援 

 オンラインによる代筆・代読支援は視覚障害者と事業所の両方にメリット

があることが確認できた。その一方でオンラインを実施するにあたり、双方

のスキルが必要であることを懸念していること。また、支援が終わった後に

実績記録を作成するが、その記録がオンラインでの支援では証明できないと

いった声があった。 

 

（４）意思疎通支援の代筆・代読支援を広げていくこと 

 意思疎通支援事業の代筆・代読支援を各地域において、実施していくには

視覚障害者が必要としていることを自治体に理解してもらうことが何よりも

大切だという声が多くあった。 
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 地域生活支援事業の意思疎通支援事業で代筆・代読支援が行われていない

地域での取り組みで下記のことが確認できた。なお、この事業に対する自治

体の補助はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム４：点字図書館（独自の支援） 

①実施方法 

県内の東部・中部・西部に視覚障がい者支援センターを設置し、

各種相談に応じ、代筆・代読支援のニーズをくみ取り、対応 

②実施内容 

支援者の派遣（相談支援員） 

③報酬 

職員のため報酬なし（この事業に関する） 

④利用対象 

県内在住の身体障害者手帳を有する視覚障害者で、家族等での

代筆・代読が困難な方 

⑤利用範囲 

公的機関またはそれに準ずる機関からの郵便物、生活上必要不可欠

な説明書等、公的機関またはそれに準ずる機関への申請、点字図書館

が必要と認めた書類 

⑥利用時間 

１回あたり６０分 １ヵ月あたり 原則２回まで 

コラム５：音訳ボランティア団体の独自支援 

①実施方法 

・対面朗読 

急いで情報を知りたい方や、リーディングを聞きながら点字で資料を

作りたい方に訪問型 

対面朗読。医療機関の承諾が得られれば院内での支援も可能。 

②実施内容 

支援者の派遣（朗読ボランティア） 

③費用 

１回あたり５００円（交通費充当） 

④利用時間 

１回につき２時間 
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考察 

 

これまで述べてきたアンケート調査やヒアリング調査及び検討委員会で指

摘された意見を基に、視覚障害者の代筆・代読支援にまつわる現状と課題を

整理した。 

 

（１）視覚障害者の読み書きにかかわるニーズ 

 先行研究及びヒアリングの結果から、多くの視覚障害者が日常生活におい

て郵便物、イベントの案内、薬や家電製品の説明書、病院の問診票、公的機

関から送られてくる書類等の読み書きに困っており、代筆・代読支援を必要

としていることがわかる。 

 それは、いわゆる全盲の視覚障害者に限らず、弱視（ロービジョン）の視

覚障害者も同様である。拡大読書器やルーペ等の補助具を利用して読み書き

する場合、全体を把握することが難しく、要領よく内容を読み解くことや目

的の箇所を探し出すのに時間がかかり、集中力が求められるため疲労感も大

きくなる。また、署名等の記入欄が狭くわかりにくいため自署が難しい。視

覚障害の程度にかかわらず、代筆・代読支援のニーズは高い。 

 自治体を対象とするアンケート調査の結果をみると、意思疎通支援事業に

おいて代筆・代読支援を実施しているところはごく少数にとどまっており、

手話通訳や要約筆記の実施状況と大きな隔たりがある。 

 障害者が自ら意思決定することは、その生活の維持・向上と社会参加にと

って不可欠であるが、意思疎通はそれを支える重要な要素である。聴覚障害

者が円滑な意思疎通のために手話通訳や要約筆記を必要とするように、視覚

障害者には代筆・代読支援が不可欠である。 

 しかしながら、そのことが自治体や事業者に十分に理解されていない。ま

た、視覚障害当事者も、その重要性を理解していない状況になっている。視

覚障害者が代筆・代読支援を必要としていることをより広く周知するよう図

るべきである。 

 

（２）代筆・代読支援に関する理解不足とその是正 

 アンケート調査とヒアリング調査の結果からも、視覚障害者への代筆・代

読支援について理解不足があることが分かった。主には次のような内容であ

る。視覚障害者への代筆・代読支援がより広く、また、適切に実施されるた

めには、こうした理解不足を是正する必要がある。 

＜理解不足と思われる例＞ 

○晴眼者の同居者がいれば読み書きしてもらえるため代筆・代読支援は必

要ない。 
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○眼が見えていれば誰でも代筆・代読ができ、特別なスキルは必要ない。 

○視覚障害者の代筆・代読支援に関するニーズがあまりない。 

 自治体が代筆・代読支援を実施している場合でも、晴眼者の同居者がいる

と支援サービスの利用が制限される制度設定になっているケースがあるが、

例え家族であっても個人的な内容を知られたくないという視覚障害当事者の

声を踏まえた設定が必要である。 

さらに、代筆・代読支援を効果的に行うには、支援者には支援方法を知っ

てもらう必要がある。目の前の書類を単純に読めばいいというものではない。

必要な箇所がどこかを視覚障害者が判断できるようにするには工夫が必要で

あり、代筆に当たっても、黙って書き込んだのでは視覚障害者が不安に感じ

るため何を書き込むかを説明しながら進める必要がある。 

 その他にも、支援に当たって必要になる基礎知識、用具等があり、何より

相手と信頼関係を築くこと、個人情報の保護や守秘義務を遵守することなど

の心構えを持つことが求められる。 

 

（３）意思疎通支援事業における代筆・代読支援に関する理解の促進 

視覚障害者の代筆・代読支援を整理すると、障害者の福祉施策は障害者総

合支援法に基づいて実施されており、障害者支援の大きな枠組みとしては次

のものがある。 

・市町村の創意工夫により利用者の状況に応じて柔軟に実施できる地域生活

支援事業 

・個々の障害程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）を

踏まえて、個別に支給決定が行われる障害福祉サービス 

その中で、代筆・代読支援にかかわるものとして次のものがある。 

・地域生活支援事業における意思疎通支援事業 

・個別給付の居宅介護事業(家庭内での代筆・代読支援) 

・個別給付の同行援護事業(外出先での代筆・代読支援) 

 地域生活支援事業は必須事業と任意事業に分類されているが、意思疎通支

援事業は必須事業であり、代筆・代読支援はその枠組みに位置づけられてい

る。手話通訳、要約筆記もその中にある。 

 今回の調査で行った様々な聴き取りにおいて、必須事業である意思疎通支

援事業の一つに代筆・代読支援があることを認識していないケアマネジャー

（介護支援専門員）、相談支援専門員、自治体の担当者、そして視覚障害当

事者が一定数いることもわかった。 

 意思疎通支援事業において、聴覚障害者への手話通訳者及び要約筆記者の

派遣は必須事業になっているものの、視覚障害者への代筆・代読支援は任意

事業であるといった理解不足もみられた。 
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 また、代筆・代読支援について、家庭内では居宅介護事業で行えば足りる

という理解不足もみられた。しかしながら、居宅介護の家事援助等において

は調理や掃除等が優先され、指定の利用時間内では代筆・代読に十分な時間

を割けないのが実情である。 

視覚障害者の代筆・代読支援に関するニーズは高い。ただ、公的な代筆・

代読支援についての視覚障害者の理解が十分でないため、「必要だ」との声

が上がりにくい、あるいは諦めているなど、ニーズとして上がりにくい要因

がいくつか考えられる。 

 視覚障害者への代筆・代読支援が福祉施策の中でどのように位置づけられ

ているか、また、意思疎通支援事業における代筆・代読支援の必要性につい

て更なる理解の促進が図られるべきである。その場合、視覚障害当事者にも

そうした情報が適切に提供されるよう配慮することも必要である。 

そうしたことからも視覚障害者のニーズの把握に当たっては、単に必要か

どうかを尋ねるのでなく、代筆・代読支援がどのようなものなのか、適切な

情報提供・説明を行いながら把握する必要がある。 

   

（４）居宅介護事業・同行援護事業における代筆・代読支援の課題 

 同行援護事業及び居宅介護事業において、その支援の一部として代筆・代

読支援が実施されていることは既に述べたが、その利用にはいくつか課題が

あることが分かった。それを整理し、意思疎通支援事業の代筆・代読支援が

必要であることを改めて確認したい。 

①支援対象者の範囲 

 障害福祉サービス等の対象者は、原則として、身体障害者手帳の交付を受

けた者、あるいは、障害支援区分の認定を受けた者や同行援護アセスメント

調査票による判定を受けた者であって、一定の基準に該当する者とされてい

る。 

 そのため、見えにくさを抱える弱視(ロービジョン)の中には、居宅介護事

業・同行援護事業の対象外と認定されてしまい、結果として代筆・代読支援

を利用できない者がいる。 

 一方、自治体の創意工夫により利用者の状況に応じて柔軟に実施できる地

域生活支援事業の一つである意思疎通支援事業では対象者を幅広く設定する

ことができる。実際、支援の必要性で判断し、障害者手帳を所持していない

弱視(ロービジョン)も対象に含めている自治体がある。 

②障害程度による支援の制限 

 支援の対象者と認定された場合であっても、障害支援区分の認定や同行援

護アセスメント調査票による判定の結果によって、支援を利用できる時間が

違ってくるという実態がみられる。障害の程度が低めに評価されると利用時
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間が短くなる。 

 しかしながら、支援に必要な時間は全盲か弱視(ロービジョン)かによると

は限らない。むしろ、個々人の代筆・代読支援のニーズによるものといえる。 

 意思疎通支援事業は、定められた認定方法に基づくものではないため支援

の時間を弾力的に設定することが可能である。 

③居宅介護事業における代筆・代読支援の制約 

 上述のように、障害支援区分は、アセスメントによる評価を基に決定され

る。その判定において、身体障害者手帳（視覚障害）が１級または２級等の

重度でも、支援区分が低く算定されてしまうことがあるため、居宅介護を受

けられる視覚障害者が限られる。また、弱視（ロービジョン）は支援区分に

該当しない。 

 そして、居宅介護を受けられたとしても、支援区分が低いため、支援の支

給時間が少ないことも問題としてあげられる。視覚障害者にとっての居宅介

護は、家事援助の中で行われており、調理・清掃・身辺整理・洗濯・買い物

等が中心であり、指定の利用時間内で代筆・代読支援のために時間を確保す

ることは実質的に難しく、そのニーズを満たすことができない実態がみられ

る。 

 代筆・代読支援のための時間を居宅介護の利用時間に加えて増やす自治体

が、少数ながらあり、居宅介護事業を受けている視覚障害者にとってそれも

一つの対応方法であるが、多くの視覚障害者が居宅介護を受けられないこと

を鑑みると代筆・代読支援を目的とする意思疎通支援事業を実施することが

ニーズに応える有効な方法といえる。 

④同行援護事業における代筆・代読支援の制約 

 同行援護事業は、視覚障害者が安心して安全に外出するために重要な制度

であり、多くの視覚障害者が利用している。この同行援護は、移動を支援す

るだけでなく外出先での情報の提供等も行うものとなっており、代筆・代読

支援が可能である。ただ、あくまで外出先での代筆・代読支援が対象であり、

居宅での支援は認められていない。 

 そのため、居宅介護事業や意思疎通支援事業を利用できない視覚障害者が

郵便物等を外出先に持ち出して、同行援護事業を利用して代筆・代読支援を

受けるという実態がみられる。 

 その場合、プライバシーにかかわる書類を扱うとなると個人情報の保護の

面で不安がある。そもそも、自宅で代筆・代読支援を受けたいというニーズ

を満たすことにはならない。 

 また、外出する前後において家庭内で代筆・代読支援を受けたいというニ

ーズに応えるためには、意思疎通支援事業と同行援護事業との組み合わせが

求められる。 
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（５）ニーズに応える効果的な代筆・代読支援とするために必要な要素 

 意思疎通支援事業における代筆・代読支援についてもいくつか課題がみら

れた。視覚障害者のニーズに、より的確に対応するためにはその解決が求め

られる。 

①代筆・代読支援で扱うものの範囲 

 ヒアリングの結果等では、意思疎通支援事業の代筆・代読支援で扱うもの

の範囲として、公的機関またはそれに準ずる機関からの郵送物、公的な行事

や地域における各種行事への申込、買い物に関する折り込みチラシや電化製

品等の取扱説明書といった、生活や社会参加に必要な最小限のものとしてい

る自治体が比較的多くみられた。そのため政治活動、宗教活動、趣味・娯楽

を対象外としているところも少なくない。 

 一方で視覚障害者のニーズとしては、趣味や教養に関する代筆・代読支援

に対するニーズは高い。そうした要素も生活の質を高め、社会参加の幅を広

げるためには必要といえる。自治体の中には代筆・代読支援で扱うものの範

囲に特に制限を設けていないところもあった。今後、意思疎通支援事業の代

筆・代読支援を広げていくためには、趣味や教養に関する代筆・代読支援に

も範囲を広げることが有効である。 

 また、金銭管理にかかわるものについては代筆・代読支援者の責任が問わ

れる可能性があることから慎重に扱うべきであるとの意見が少なくない。た

だ、小額の振込用紙等の代筆・代読支援については視覚障害者のニーズが高

い。どの範囲まで扱うのが適当か、その目安を示す必要はあるが、一律に制

限するのではなく一定程度柔軟に考える必要がある。 

②代筆・代読支援者の確保 

 意思疎通支援事業の代筆・代読支援の担い手をみると、同行援護事業所の

ガイドヘルパー、居宅介護事業所のホームヘルパー、自治体や団体が実施す

る代筆・代読支援従事者の養成研修の修了者、点訳や音声訳のボランティア

など、地域の様々な人材が支援に当たっている。つまり、既存の同行援護事

業所、居宅介護事業所、社会福祉協議会、視聴覚障害者情報提供施設等が事

業者として支援を担っている。 

 アンケート調査の結果では、代筆・代読支援者の確保が課題であるとの回

答が多かったが、まずは既存の施設・団体の理解を得て担い手を確保するこ

とが考えられる。 

 あわせて、意思疎通支援事業の代筆・代読支援が継続的に事業として成り

立つよう、一定の報酬単価の水準、あるいは報酬加算を求める声があったこ

と、居宅介護事業所・同行援護事業所が支援を担う際には、事務手続きに係

る負担が大きくなるため、その簡素化やデジタル化による簡便化を求める声

があったことを付記しておきたい。 
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（６）代筆・代読支援者の養成研修 

 ヒアリングの結果、代筆・代読支援者の養成研修がいくつかの地域で実施

されていることが分かった。 

研修の実施主体：養成研修は、自治体が視覚障害関係の施設・団体に委託

または助成することで実施している場合と、施設・団体が独自に実施してい

る場合がある。 

研修のスケジュール設定：養成研修のスケジュール設定については、受講

者が日程を確保しやすくなるように、１日（８時間）で実施する場合、代

筆・代読の実習の時間を増やし、２日間（１０時間または１２時間）で行う

場合がある。 

研修の受講者：同行援護事業所・居宅介護事業所に所属するガイドヘルパ

ーやホームヘルパー、社会福祉協議会や視聴覚障害者情報提供施設に登録す

るボランティア、そのほか視覚障害者の家族や一般の主婦・会社員等々幅広

い人々が受講している。また、自治体の要請を受けて職員向けに研修を実施

する場合もある。代筆・代読支援者の養成という範囲を超えて視覚障害者の

情報保障にも寄与しているといえる。 

代読の支援に当たっては、目の前の書類を単純に読めばいいというもので

はなく、必要な箇所がどこかを視覚障害者が判断できるようにするには工夫

が必要である。代筆の時も、黙って書き込んだのでは視覚障害者が不安に感

じる。何を書き込むかを説明しながら進めるなど様々な工夫が必要である。 

研修カリキュラムの主な内容 

１.講義形式の解説 

・視覚障害者にかかわる福祉制度 

・視覚障害者の現状(視力・視野・色覚、生活面の困りごとと工夫等) 

・代筆・代読支援者の倫理(人格の尊重、信頼関係構築、プライバシー保

護等) 

・代筆・代読支援者の業務(読み書き・捺印、パソコンやスマートフォン

利用における支援等) 

２．実習：講義で取り上げた内容を確認しながら次のような方法・内容で

実施 

・支援者役と視覚障害者役の両方を経験 

・備品の利用 

・必要となる基礎知識の確認 
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（７）意思疎通支援事業の代筆・代読支援を実施する自治体の拡大 

 意思疎通支援事業の代筆・代読支援を実施する自治体は少数にとどまって

いるが、未実施自治体が事業を開始するためには以下で示すことがヒントに

なると思われる。 

①自治体が地域生活支援事業を行ったきっかけ 

 地域生活支援事業の意思疎通支援事業の代筆・代読支援を始めたきっかけ

としては次のようなものがみられた。 

・意思疎通支援事業の具体例の１つに代筆・代読支援が含まれていた。 

 厚生労働省等の公的機関が発出する文書に代筆・代読支援が明記されてい

ることの影響は軽視できない。 

 また、自治体が自ら策定した共生社会づくり条例や障害者の意思疎通に関

する条例あるいは障害者福祉計画に視覚障害者への代筆・代読支援が明記さ

れ、それが根拠となったケースもある。 

・地域の視覚障害者団体等からの要望があった。 

 障害当事者が声を上げることの大切さがうかがえる。 

・他の地域で先駆的に行っている事例を参考にした。 

②意思疎通支援事業の代筆・代読支援の実施に至らない理由 

視覚障害者団体が意思疎通支援事業で代筆・代読支援を行ってほしい旨を

要望しても、具体的にどれくらいのニーズがあるかを把握できないことや、

県内の他の地域で実施していないので先行して実施することにためらいがあ

ることが分かった。 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するという障害者総合支援

法の趣旨に照らせば、必ずしも量的なニーズの把握にこだわるのではなく、

視覚障害者団体との意見交換等を参考にすべきである。 

③意思疎通支援事業の予算 

地域生活支援事業である意思疎通支援事業の実施には、予算確保の課題が

あることが分かった。市町村が地域生活支援事業を実施する場合、その費用

のうち、国は１００分の５０以内、都道府県は１００分の２５以内を補助す

ることができることとされている。つまり市区町村は２５％を負担すること

となる。 

 そうした予算的な事情の下で、市区町村が進めていく上で財源の確保が難

しいという意見や、量的にニーズが多いと認められるものを優先して実施せ

ざるを得ないという意見がある。予算がないことを理由に事業を実施しなく

てもいいということでは決してないため、地域生活支援事業の必須事業を予

算的な理由で実施できない自治体に対しては更なる予算措置が必要といえる。 
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（８）オンラインの活用 

 ヒアリングの結果からは、視覚障害者がパソコンやスマートフォンを活用

して読み書きする場合にオンラインで代筆・代読支援を受けたいというニー

ズが多いことが分かった。 

 オンラインによる代筆・代読のリモート支援が行われれば、代筆・代読支

援者が視覚障害者の自宅を訪問するための時間とコストを節約できる。 

 また、公共交通機関があまり利用できない地域において、あるいは冬期の

積雪等による移動困難地域においても支援が可能となる。視覚障害者にとっ

てもすぐに読んでほしいものや短時間で済むものを依頼しやすいという声が

あり、意思疎通支援事業の代筆・代読支援の在り方の一つとして検討する価

値がある。なお、聴覚障害者の要約筆記等については、オンラインで行って

いる自治体があった。 

 一方、アンケート調査で意思疎通支援事業の代筆・代読支援を行っている

と回答した自治体のうち、オンラインによる代筆・代読支援を行っていると

ころはなかった。 

 ヒアリングの際、オンラインによる支援についてはいくつか課題の指摘が

あった。視覚障害者と代筆・代読支援者の双方が、パソコンやスマートフォ

ンを持っていること、インターネットを利用できる環境にあること、活用の

ためのスキルを身につけていることが必須条件であり、それらを懸念する意

見である。 

 また、代筆・代読支援を行ったあと、その実績記録書を作成するに当たっ

て、慣習として利用者の押印が必要とされるが、オンラインによる支援の場

合は捺印ができず、支援をおこなった証明が難しいのではないかとの声があ

った。これについては捺印を省略可能としているところもあったことからす

ると、必ずしも解決できない課題とはいえない。 

 そのほか、民間企業において、スマートフォンのアプリを利用して、オン

ラインでオペレーターとつながり、スマートフォンのカメラで映し出される

ものをオペレーターが説明するというサービスを行っている企業がある。そ

のような取り組みを参考にしながら意思疎通支援事業においてもオンライン

を活用した支援が行えないかを検討する必要がある。 
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第６章 提言 
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提言 

 

視覚障害者が自ら意思決定し、日常生活を円滑に送り、社会参加するため

には代筆・代読支援が重要である。そして、考察で示したとおり、障害福祉

サービスの同行援護・居宅介護の代筆・代読支援だけでは十分に視覚障害者

の代筆・代読に対するニーズを満たせてはいない。そこで、視覚障害者への

代筆・代読支援が効果的に行われるためには地域生活支援事業における意思

疎通支援事業の役割が大きい。 

自治体が地域生活支援事業における意思疎通支援事業の代筆・代読支援を

実施し、読み書きに困っている視覚障害者が代筆・代読支援を受けられる体

制が構築されるよう提言する。 

 

（１）意思疎通支援事業における代筆・代読支援の周知・徹底 

 地域生活支援事業の実施要綱においては、市町村必須事業が規定されてお

り、意思疎通支援事業はその内の１つである。また、意思疎通支援事業では、

障害特性に応じた様々な支援が想定されており、視覚障害の場合は「代筆、

代読」等が明記されている。 

 市区町村が意思疎通支援事業で、代筆・代読支援を実施していない背景に

は、代筆・代読支援が必須事業の１つとして知られていないことが大きい。

意思疎通支援事業が必須であり、その中に代筆・代読支援が含まれているこ

とを周知・徹底することが必要である。 

 

（２）視覚障害者のニーズの把握のための地域の視覚障害者団体等との連携 

 地域生活支援事業で行う事業は、必須事業と任意事業を合わせるとその数

は多く、支援対象も多岐に渡る。そのため、市区町村が事業を実施する際は、

地域に住む障害者のニーズが高く必要性に迫られているとの声が届いている

ものから優先的に実施している傾向がある。代筆・代読支援が多くの自治体

で行われていない背景には、視覚障害者が代筆・代読支援を必要としている

との声が自治体に届いていないことが大きい。 

 代筆・代読支援を事業として実施させ改善を促していくには、視覚障害者

の声は大切である。視覚障害者は、サービスを利用する立場であると同時に、

事業の開始・改善を促す主体者として声を上げていく必要がある。 

 一方、自治体が地域に住む視覚障害者のニーズを把握する場合、障害者側

から声が上がるのを待つだけでなく、地域にある視覚障害者の福祉団体や点

字図書館等の支援団体との意見交換の場を設け、視覚障害者の代筆・代読支

援のニーズを把握することが求められる。 
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（３）法制度における意思疎通支援事業の重要性の高まり 

 令和４年５月に「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策

推進法」が公布・施行された。また、令和５年２月に開催された厚生労働省

の社会保障審議会障害者部会において議論された、自治体が第７期障害福祉

計画を策定する際の基本的な指針には、障害者等による情報の取得利用・意

思疎通の推進が必要であり、障害特性に配慮した意思疎通支援や支援者の養

成等の促進を図るための取り組みを実施することが必要であると明記された。

法制度において代筆・代読支援を含めた意思疎通支援の重要性が近年ますま

す高まっている。 

そのことからも、視覚障害者が情報を収集し、自ら意思決定できるよう、

地域生活支援事業における意思疎通支援事業の代筆・代読支援を各地域にお

いて実施することが求められる。 

 

（４）意思疎通支援に関する条例の制定 

障害の有無にかかわらず、共に生きる社会を目指して、障害者の意思疎通

が重要であることを踏まえ、意思疎通支援に関する条例を制定した自治体が

ある。また、その意思疎通支援条例において視覚障害者への代筆・代読支援

を明記し、それに基づいて事業を開始した自治体があった。 

 条例の制定はゴールではなく、条例を踏まえ支援を充実する必要があるこ

とから、条例を制定している各市区町村においては、意思疎通支援事業を実

施することが求められる。 

 また、条例が未制定の各市区町村においても、意思疎通支援に関する条例

を定めることが求められる。 

 

（５）意思疎通支援事業において代筆・代読支援を実施する意義 

  居宅介護や同行援護を行えば視覚障害者に対する代筆・代読支援は十分

であるという解釈は誤った解釈であり、意思疎通支援事業における代筆・代

読支援の実施が必要である。 

居宅介護や同行援護の中でも代筆・代読支援が行われているものの、それ

らの事業では代筆・代読支援が主たる要素ではなく、あくまで家事援助や移

動の支援がメインであり代筆・代読の支援は副次的である。また、障害支援

区分や同行援護アセスメントの認定が必要であり、読み書きに困っているす

べての視覚障害者がその支援を受けられるわけではない。 

 それに対し、地域生活支援事業では、対象者や実施内容は自治体の裁量に

任されており、地域の実情や利用者のニーズをもとに柔軟に制度設計し、代

筆・代読支援に特化して実施できるため、読み書きに困っている視覚障害者

を代筆・代読支援の利用対象者とすることができる。 
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そのため、読み書きに困っているすべての視覚障害者を支援するには、意

思疎通支援事業における代筆・代読支援の実施が重要である 。 

 

（６）居宅介護・同行援護と意思疎通支援の連続した実施 

 居宅介護の家事援助において、代筆・代読支援が行われているが、調理、

清掃、洗濯、買い物等が中心であるため、指定の時間内で代筆・代読支援を

行うことは難しい。 

 また、同行援護は外出支援であるため、居宅内では代筆・代読支援は行え

ず、郵便物等を持ち出して、外出先で代筆・代読支援を受けるという場合が

少なからずみられるが、個人情報の保護の面から不安がある。 

 そうした実情があるため、居宅介護事業や同行援護事業と組み合わせる形

で連続して意思疎通支援事業の代筆・代読の支援を受けたいという視覚障害

者のニーズが高い。 

 一方、居宅介護事業所及び同行援護事業所からは、代筆・代読支援は１回

あたり短時間で終わることが多いため、その支援だけを単独で行うことは運

営上難しく、居宅介護や同行援護と連続する形で意思疎通支援事業の代筆・

代読支援を実施することが求められている。 

 

（７）代筆・代読支援に関する柔軟な制度設計 

 晴眼の同居者がいれば代筆・代読支援が必要ないという解釈は誤りであり、

晴眼者と同居している場合は支援の対象外とする制度設計は望ましくない。 

 また、代筆・代読支援が必要な分野は個々人によって多様である。公序良

俗に反するなど社会通念上不適当なものを対象外にするといった一定の制約

はやむを得ないとしても、趣味・教養等は対象にするなど柔軟な制度設計が

求められる。 

 更に、近年はパソコンやスマートフォンを利用する視覚障害者が増えてい

るが、その画面表示を把握できないため読んでもらいたいとのニーズが高ま

っている。紙媒体の代筆・代読に限らずデジタル媒体での支援も必要である。 

 以上のような実態を踏まえて、意思疎通支援事業における代筆・代読支援

の制度設計に当たっては柔軟性と継続性を踏まえた運営とすることが求めら

れる。事業運営の面では、継続的に事業が成り立つよう、一定の報酬単価を

確保することが求められる。 

 

（８）オンラインを活用した代筆・代読支援の実施 

 意思疎通支援事業の代筆・代読支援を効果的に実施するには、オンライン

での代筆・代読が有効な手段である。視覚障害者にとっては短時間の代筆・

代読でも頼みやすいこと、支援者にとっては移動にかかる時間と費用の削減
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が期待される。 

オンラインで代筆・代読支援が行われるためには、視覚障害者と代筆・代

読支援者の双方がパソコンやスマートフォンを持っていること。インターネ

ットを利用できる環境にあり、双方が活用のための一定のスキルを身につけ

ていることが挙げられる。 

パソコンやスマートフォンが視覚障害者にも利用しやすいものとするとと

もに、操作方法を学べる環境を整えることが求められる。 

 

（９）代筆・代読支援の拡充 

現在、代筆・代読支援は、制度上、自立支援給付である居宅介護と同行援

護、地域生活支援事業である意思疎通支援事業において実施されている。 

 量的確保という視点で考えると、全国に事業所がある居宅介護と同行援護

において代筆・代読支援が実施される必要があるが、調査の結果を踏まえる

と、通常の家事援助や移動支援に加え、代筆・代読支援を行うことの負担に

鑑み、その負担に見合った報酬について検討すべきである。 

 そうすることで、各地の事業所のホームヘルパーやガイドヘルパーなどに

理解が広がり、代筆・代読支援の担い手を確保することが可能となる。 

 さらに、前述のとおり、読み書きの支援を求めている全ての視覚障害者の

ニーズを踏まえ、全国の自治体において、意思疎通支援事業として代筆・代

読支援が実施されることが必要である。 
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第７章 ガイドライン・リーフレット 
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視覚障害者向け代筆・代読支援ガイドライン 

社会福祉法人日本視覚障害者団体連合 

令和５年３月 

 

１．はじめに 

 このガイドラインは、厚生労働省令和４年度障害者総合福祉推進事業とし

て実施した「視覚障害者の代筆・代読の効果的な支援方法に関する調査」で

得られた結果を基に作成しました。 

（１）ガイドラインの目的 

 このガイドラインは、福祉制度を担当する自治体の方、代筆・代読支援を

実施する事業者の方、また、視覚障害当事者の皆さんに次のことをお伝えす

る目的で作成しました。 

①代筆・代読支援が視覚障害者の日常生活や社会参加にとって重要な支援

であること 

②代筆・代読支援が効果的に行われるためにニーズの把握が必要なこと 

③実際に代筆・代読支援が行われるようにするための制度設計や支援者養

成研修の在り方 

 代筆・代読支援が更に広がり、効果的に実施されるための参考資料とし

てこのガイドラインを活用していただければ幸いです。 

 

（２）代筆・代読支援の意義・必要性 

 日常生活や社会参加のためには様々な意思決定が必要になります。そのた

めには必要と思われる情報を取得し、それを取捨選択しなければなりません。

しかし、多くの情報が視覚的に得られるようになっているため、視覚障害者

には大きなハンディキャップがあります。また、自らの意思決定を表示する

ためには書類等に記入する機会も多くありますが、これにも困難が伴います。

つまり、視覚障害者の日常生活や社会参加にとって代筆・代読支援はとても

重要な要素です。 

近年は視覚障害者の読み書きを支援するＩＣＴ機器やソフトウェアの開発

が進んできていますが、それらを駆使したとしても、日常生活に必要な様々

な文書を効率的に読むのは大変な作業です。また、書式が印刷された用紙に

記入することも難しい作業です。代筆・代読を支援してもらえるととても助

かります。 

また、晴眼者と同居している視覚障害者は、その同居者に手助けしてもら

えるかもしれませんが、遠慮があったり時間が合わなかったりすることはよ

くあります。たとえ家族であっても、個人的な内容を知られたくないという

こともあります。そして、一人暮らしの視覚障害者は手助けしてもらうこと
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自体が思うようにできません。 

代筆・代読支援は、視覚障害者の日常生活や社会参加にとって重要な支援

になっています。また、代筆・代読支援を行う上でニーズを把握することが

重要です。全盲の方だけでなく、弱視（ロービジョン）の方にとっても読み

書きは大変なので、地域の視覚障害者のニーズを的確に把握して、代筆・代

読支援が効果的に実施されるよう、自治体において制度設計を行う必要があ

ります。事業開始後に内容改善することも重要です。 

一方、代筆・代読の支援方法を理解することも大切です。目の前の書類を

単純に読めばいいというものではありません。必要な箇所がどこかを視覚障

害者が判断できるようにするには工夫が必要です。代筆の時も、黙って書き

込んだのでは視覚障害者が不安に感じます。何を書き込むかを説明しながら

進める必要があります。また、代筆・代読支援で出来ること・出来ないこと

を視覚障害者と支援者の双方が知っておく必要もあります。 

   

（３）代筆・代読支援に関する最近の動向 

 代筆・代読支援を含めた意思疎通支援の重要性は近年ますます高まってお

り、新たな法律の施行等が行われており、主に次のものが挙げられます。 

①第２０８回通常国会において「障害者による情報の取得及び利用並びに意

思疎通に係る施策の推進に関する法律(以下、障害者情報アクセシビリテ

ィ・コミュニケーション施策推進法)が成立し、２０２２年(令和４年)５

月２５日に施行されました。同法では、全ての障害者が、あらゆる分野の

活動に参加するためには、情報の十分な取得利用・円滑な意思疎通が極め

て重要であり、日常生活・社会生活を営んでいる地域にかかわらず等しく

情報取得等ができるようにすることとされています。 

②「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて～社会保障審議会

障害者部会報告書～」が２０２２年(令和４年)６月１３日に出され、その

中で代筆・代読に関する効果的な支援に資するための調査研究を実施し、

必要な支援が提供されるような運用の見直しについて検討する必要がある

ということが盛り込まれています。 

③２０２３年（令和５年）２月２７日に厚生労働省の社会保障審議会障害者

部会（第１３５回）が開かれ、「障害福祉サービス等及び障害児通所支援

等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」改正後全文が出されまし

た。この指針において、令和６年度から令和８年度までの第７期障害福祉

計画及び第３期障害児福祉計画の作成または変更に当たって即すべき事項

を定められています。 

その中で、第７期障害福祉計画において、障害者等による情報の取得利

用・意思疎通の推進の取り組みが必要であると示されました。都道府県・
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市区町村において、障害特性に配慮した意思疎通支援や支援者の養成等の

促進を図るため、次のような取り組みを実施することが必要であると明記

されました。 

○障害特性に配慮した意思疎通支援（手話通訳、要約筆記、代筆・代

読、触手話や指点字等 ）のニーズを把握するための調査等 

○ニーズに対応した支援を実施するために必要な意思疎通支援者の養成 

○意思疎通支援者の派遣及び設置を実施するための体制づくり（都道府

県による広域派遣や派遣調整等を含む） 

○遠隔地や緊急時等に対応するためのＩＣＴ機器等の利活用 

④障害者がそれぞれの障害の特性に応じた意思疎通手段により情報を取得し、

円滑に意思疎通ができる環境づくりを推進していくため、条例を定めた自

治体があります。「多様な意思疎通の促進に関する条例」、「障害者の意

思疎通に関する条例」等の条例を定め、視覚障害者が日常生活又は社会生

活を営む上で代筆・代読支援が必要だと明記されています。条例が制定さ

れたことにより意思疎通支援事業の代筆・代読支援を実施したという自治

体もあります。 

 

２．視覚障害者の困りごとと支援の必要性 

 厚生労働省の２０１８年度(平成３０年度)障害者総合福祉推進事業として

日本視覚障害者団体連合が行ったアンケート調査によると、４７９人の回答

者の中で全盲の人の約９割、弱視（ロービジョン）の人の約８割が読み書き

に困ると回答しています。 

 困りごとの具体例として、たとえば次のようなことがあります。 

○自宅に届いた郵便物を確認できない。また、書類に記入して返信しなけ

ればならない場合、その記入ができない。 

○請求書、領収証、レシートを確認できない。 

 生活を営む上で金銭の管理は不可欠。 

 レシートが割引券を兼ねている場合があるが分からない。 

○回覧板を読むことができない。 

○広告の特売品を知りたいがチラシなどを読めない。 

○イベントや催し物の内容がわからないので申し込めない。 

○薬や家電製品等の説明書及び注意書きが読めない。 

○子どもが通う保育園や学校からの便りやお知らせが読めない。 

 書類に記入して返す必要があっても対応できない。 

○健康診断や病院受診の際の問診票が書けない。 

○年末調整や確定申告等の税金にまつわる書類を書けない。 

○アンケートに回答したいと思ってもその読み書きができない。 
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○たまった書類の仕分け（要るものと不要なものの整理）ができない。 

 全盲の人だけでなく、多くの弱視（ロービジョン）の人も困っていま

す。 

○一般的に普及している大きさの文字を読むことができない。 

○拡大読書器やルーペを使用しても文章の全体把握が困難。 

時間もかかる。 

○拡大読書器やルーペを使用して読むことは疲れる。 

○各種の契約書類を自筆で書くことが困難。記入欄の罫線や枠が見にくい

など、どこに記入したらいいか分からない。 

細かくみれば更にいろいろな困りごとがありますが、いずれも生活を維持

し社会参加を実現する上で解決しなければならない課題です。代筆・代読支

援によってそれらを解決することが不可欠です。 

 また、紙に書かれたもののほか、パソコンやスマートフォンでオンライン

の手続きをする場合、スクリーンリーダー（画面読み上げソフトウェア）で

読み上げない場面があって困るという話も聞きます。 

社会全体のデジタル化の中で、オンラインショッピングやネットバンキン

グもそうですが、いろいろな行政手続きもオンライン化が増えつつあります。 

 視覚に障害があっても支障なくオンラインの手続きが行えるようになって

いることが理想ですが、現実はそうなっていません。代筆・代読支援が不可

欠です。 

   

３．代筆・代読支援の基本 

 ここでは代筆・代読支援の際に心がけてほしいこと、効果的な支援を行う

上で留意してほしいことなどを記します。 

（１）支援の際に心がけてほしいこと 

Ａ．視覚障害についての理解 

 視覚障害というと全く見えない状態(全盲)をイメージしがちかもしれませ

んが、弱視(ロービジョン)の状態の人も多くいます。 

 見え方も様々です。光の認識も難しい、明るいか暗いかが分かる、目の前

の手の動きや指の数が分かる、拡大すれば墨字(点字ではない一般の文字)を

読める、視野が狭く見たいものを見ることができない、色の識別が難しい

等々。 

 見え方によって効果的な対応方法が違ってきます。音声で伝えることが中

心になりますが、弱視の人には大きな文字でメモを書いて示すことが有効な

場合もあります。 

 また、デジタル化に伴うオンラインの手続きを支援するためには、パソコ

ンやスマートフォンの基礎知識に加えて、視覚障害者のＩＣＴ活用に関する
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基本的な知識・理解が必要になります。 

Ｂ．自己決定の尊重 

 代読の際は、何を読むか、どの部分を読むかを障害者本人に確認して判断

してもらうようにします。 

 代筆に当たっては、障害者本人が自署を希望する場合があるので意向を確

かめた上で行います。自署できるかどうかは、見え方だけに左右されるもの

ではありません。全盲の人でも署名欄がわかれば自署できる場合があります

し、弱視の人でも自署が難しい場合があります。 

Ｃ．個人情報の取扱い 

 代筆・代読支援では個人情報を扱うことが少なくありません。知り得た個

人情報を他の人に伝えることがあってはなりません。守秘義務を厳守します。 

 個人情報は、氏名・性別・生年月日・住所・年齢・職業・続柄等のほか、

個人の身体・財産・職種・肩書き等の属性に関する判断や評価を表す全ての

情報をいいます。 

 また、代筆の際に必要となる個人情報は、本人に提供してもらうようにし

ます。家族等から情報を提供してもらう必要がある場合でも、本人の意向を

確認した上で行います。 

Ｄ．人格の尊重と信頼関係 

 支援の際は障害者本人の人格の尊重を忘れないようにします。たとえば、

慣れ親しんできたとしても「○○ちゃん」と呼んだり、子ども扱いするよう

な言い方は慎みましょう。 

 家庭を訪問する場合、障害者本人はもとより、同居者がいる場合はその人

たちとも信頼関係を築くことが大切です。適切な挨拶やコミュニケーション

を心がけましょう。 

Ｅ．福祉制度などやその手続きに関する基礎的理解 

 役所から送られてくる書類を適切に伝え、また、必要に応じて代筆する場

合、その内容を理解しているかどうかは、無駄なく支援できるかどうかに大

きくかかわってきます。 

 内容を理解できれば、そのあらましを説明して障害者本人が読むべき箇所

を判断する手助けができますが、内容が分からないまま読もうとすると、単

純に冒頭から読み進めようとしがちで時間がかかってしまいます。 

 その意味で、年金や福祉サービスに関する基礎的な知識、あるいは医療や

税金などについても常識的な範囲の知識を持っておくことが大事です。 

   

（２）効率的な代読支援 

 郵便物は、差出人によって中身を読む必要があるかどうか判断できる場合

があります。まず、どこから来た郵便物かを伝え、中身を読むかどうかを障
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害者本人に確認します。 

 郵便物の中身などの書類を読む場合、単純に冒頭から読み始めるよりも、

見出しなどを手がかりにして全体として何が書かれているかを伝え、どの箇

所を読み上げたらいいか、障害者本人に確認しながら読み進めます。そうす

ることにより、例えば定型的な挨拶文等をスキップして効率的に読み進める

ことができます。 

 ただし、勝手に判断するのではなく、障害者本人の判断を確認しながら進

めることが大切です。 

   

（３）正確な読み書きと配慮 

 代筆・代読支援では、正確な読み書きが求められます。必要に応じて辞書

で確認するなどが有効です。書籍としての辞書以外にスマートフォンで調べ

ることもできます。持ち運びに便利です。 

 代筆に当たっては、間違いのないようにするため、メモ用紙等に下書きを

してから正式な書類に書くようにすることも有効です。また、書いた後に確

認することも重要です。メモ書きは、個人情報保護の観点から適切に破棄し

ます。 

 代筆する内容については、逐次、障害者本人に確認しながら行いましょう。

正確に行うという意味もありますが、沈黙していると障害者側が不安に感じ

ます。 

 なお、代わりに捺印する場合、何のための捺印を行うのかを説明しながら

行うようにします。 

   

（４）文字の大きさや種類、写真や図表等の説明 

 字面を追って読むだけでなく、場合によっては大きな文字で書かれている

ことや太字で書かれていることを説明すると、文書の意図が伝わりやすくな

ります。 

 写真やイラスト、あるいは図表についても説明が求められる場合がありま

す。そうした文字以外の説明にも一定程度慣れておく必要があります。 

   

（５）視覚障害者に提供するメモ書き 

 買い物した食品の消費期限や賞味期限などは、視覚障害者が読める点字や

拡大文字でメモしておくと便利です。 

 支援者が読み上げて視覚障害者が点字でメモする、あるいは、支援者が点

字を書ける場合は点字のメモを作成することで便利になります。更に最近で

は、ＩＣチップや専用のシートなどに音声を吹き込み、専用の機器で音声を

確認できる装置も出ています。それらＩＣチップやシートを紙パックなどに
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貼り付けておくと識別しやすくなります。紙パックの牛乳やジュースなどは

パックを触っただけでは識別できませんから便利になります。 

 弱視の人向けにメモを書く場合は、人によって読みやすい文字の大きさや

色が違いますので、どのようにしたらいいかを障害者本人に確認するように

します。 

   

（６）支援者の装備品 

 筆記用具としては鉛筆、ボールペンのほか、冠婚葬祭にかかわる代筆に当

たって筆ペンがあると便利なことがあります。 

 健康診断の問診票などは、ボールペンでなく鉛筆で書くよう求めるものが

あります。修正液、修正ペン、消しゴムもあると便利です。 

 また、メモ用紙があると下書きなどで用いることができます。 

 眼鏡がないと代筆が難しい場合は、必ず持っていきましょう。 

 定規、スケール、辞書やスマートフォンに入っているアプリなども役立ち

ます。 

 

４．福祉施策における代筆・代読支援に関する制度と課題 

 代筆・代読支援は、障害者総合支援法に基づく以下のサービスとして実施

することが可能です。 

①意思疎通支援事業（地域生活支援事業） 

②居宅介護事業（個別給付事業）※家事援助 

③同行援護事業（個別給付事業） 

 

 以下では意思疎通支援事業を中心に、代筆・代読支援がどのように実施さ

れているかなどを記します。 

（１）意思疎通支援事業における代筆・代読支援 

 地域生活支援事業の意思疎通支援事業は必須事業です。代筆・代読支援は、

この意思疎通支援事業の一つに位置づけられています。他に手話通訳、要約

筆記などが挙げられています。 

 市町村の創意工夫により利用者の状況に応じて柔軟に実施することが可能

であり、自治体が実施要領を定めて行います。 

Ａ．支援の対象者 

 身体障害者手帳(視覚障害)を所持している人を対象としている自治体があ

る一方で、手帳を所持していない人でも見えにくさを抱える人を対象として

いる自治体があります。その場合、医師の判断や診断書等をもとに支援が必

要か判断する必要があります。 

意思疎通支援では、自治体が柔軟に対象者を定めることができるため、弱
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視なので読み書きに困っているが、障害支援区分が低いため、居宅介護（家

事援助）や同行援護が受けられない人達を対象にして支援することが可能で

す。そのため、様々な見えにくさを抱える人のＱＯＬ（生活の質）を維持す

るという意味では、多くの代筆・代読に関するニーズに対応できる意思疎通

支援事業の実施が望まれています。 

Ｂ．代筆・代読支援を担う事業所・支援者 

事業所として想定されるのは、同行援護事業所、居宅介護事業所、社会福

祉協議会、視聴覚障害者情報提供施設等です。 

支援者としては、ガイドヘルパーやホームヘルパーの養成研修を受講した

人、また、代筆・代読支援従事者養成研修を行っているところではその修了

者が担い手になっています。 

Ｃ．代筆・代読支援の時間 

○１回あたりの支援時間：上限０.５時間～２時間 

○１ヶ月あたりの支援時間：上限５時間～１２時間 

 ただし、１ヶ月あたりの上限を設けず、支援計画によるという自治体もあ

ります。 

Ｄ．支援に関する報酬単価 

 代筆・代読支援に関する報酬単価は様々ですが、同じ意思疎通支援事業に

含まれる手話通訳や要約筆記の報酬単価と横並びで設定している自治体が比

較的多いようです。そのほか、それらを参考にしつつも独自に定めていると

ころもあります。 

 いくつか具体例を挙げると次のとおり。 

○１時間当たりで設定している場合：２,０００円、１,５００円(交通費は

別途支給)など。 

○０.５時間及び１時間当たりで設定している場合：約８００円・１,５００

円、約１,０００円・２,０００円など。 

その他、時間に関係なく１回当たり１,８００円と定めている自治体もあ

ります。 

   

（２）居宅介護事業及び同行援護事業における代筆・代読支援 

Ａ．居宅介護事業における代筆・代読支援 

 居宅介護事業は、障害者個々人の障害状況に応じて給付が行われる個別給

付事業の一つです。居宅において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗

濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の生活全般に

わたる援助を行いますが、その中に代筆・代読支援も含まれています。 

 ただ、居宅介護（家事援助）においては調理・洗濯・掃除等が優先され、

指定の利用時間内では代筆・代読に十分な時間を割けないのが実情です。 
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 また、支援の担い手であるホームヘルパーの研修において、視覚障害者の

ための代筆・代読支援が十分に取り上げられていないといった課題がありま

す。 

 代筆・代読支援に時間を割けないという課題に対しては、居宅介護の枠内

においてその支援の時間を増やして対応している自治体があります。既支給

決定時間に加えて、代筆・代読支援にかかる時間を上乗せする形です。 

Ｂ．同行援護事業における代筆・代読支援 

 同行援護事業は、障害者個々人の障害状況に応じて給付が行われる個別給

付事業の一つです。視覚障害により移動に困難を有する障害者に対し、外出

時に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護その他につ

いて外出時の必要な援助を行うものです。移動を支援するだけでなく情報の

提供等も行うこととされており、代筆・代読支援もその中に含まれています。 

 ただし、同行援護事業は外出時の支援であるため、居宅で代筆・代読の支

援を行うことは認められていません。代筆・代読支援を実施できるのは外出

先ということになります。 

 外出先に郵便物等の書類を持ち出して読み上げてもらう場合、個人情報の

保護に不安があります。 

 また、居宅介護事業の場合と同じように、支援の担い手であるガイドヘル

パーの研修において、代筆・代読支援が必ずしも十分でないといった課題が

あります。 

   

５．代筆・代読支援者の養成研修 

 代筆・代読支援者の養成研修は、神奈川県視覚障害者福祉協会が先駆的に

実施しました。また、そのカリキュラムを参考にして他の地域で実施されて

いる例があります。 

 内容を大枠で分類すると、視覚障害や福祉制度等について解説する講義形

式の部分と、実際に支援を行う場を設定して代筆・代読支援を経験してもら

う実習の二つがあります。 

 実習は２人・１組になり、１人が支援者役、もう１人はアイマスクをして

視覚障害者役になって行い、交代してそれぞれを経験する形で行うことが多

いようです。 

 研修の日程としては、受講希望者の参加しやすさに配慮して１日で行うケ

ース、実習に時間をかける形で２日間行うケースの２パターンがあります。 

 参考まで、以下に養成研修カリキュラムの主な項目を列記します。 
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（１）講義形式の解説 

①視覚障害者にかかわる福祉制度 

○意思疎通支援事業 

○地域生活支援事業における他の支援事業 

○福祉制度にかかわる法律 

○障害者手帳、支援区分、障害年金 

②視覚障害者の現状 

○視力、視野、色覚 

○視覚障害にかかわる疾患 

○視覚障害者の障害程度別・年齢階層別の状況 

○生活面の困りごとと工夫 

③代筆・代読支援従事者の倫理 

○意思決定支援が必要な場面 

○意思決定支援の基本的原則 

○人格の尊重、挨拶、信頼関係構築、プライバシー保護 

④代筆・代読支援従事者の業務 

○前提としての福祉制度や金銭管理にかかわる基礎的知識 

○書類の読み上げ 

○代筆・自署・捺印 

○パソコン・スマートフォン利用における支援 

○従事者が持っていると便利な備品 

○視覚障害者が識別できるマークが付いている物品に関する知識 

 

（２）実習部分 

 実習は講義で取り上げた内容を確認しながら次のような方法で実施。 

①支援者役と視覚障害者役の両方を経験 

②代筆・代読の実習 

③備品の利用 

④必要となる基礎知識の確認 

   

６．おわりに 

 これまで述べてきたように、視覚障害者は読み書きに関して様々な困りご

とを抱えています。そして、それらを解決することはＱＯＬ（生活の質）を

維持・向上させ、社会参加を実現する上で不可欠です。 

 代筆・代読支援は、それら困りごとを解決する有効な手段です。是非多く

の自治体及び事業所の方々に取り組んでいただき、制度的基板に支えられる

形で代筆・代読支援が行われるようにしていただきたいと思います。 
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 また、視覚障害当事者の方々には読み書きにかかわる困りごとについて諦

めずに、支援が必要であると声を上げてほしいと思います。そうすることが

自らの可能性を広げることにつながります。 

 そうした関係各位の取り組みに、このガイドラインが参考になれば幸甚で

す。是非ご活用下さい。 

 最後に、このガイドラインの作成に当たって、「視覚障害者の代筆・代読

の効果的な支援方法に関する調査研究」の検討委員会の方々、アンケート調

査にご協力いただいた自治体並びに事業所の方々、ご意見をお聞かせいただ

いた視覚障害当事者の方々に多くのご協力をいただきました。深く感謝申し

上げます。 

《日本視覚障害者団体連合》 
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